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第1章 昭和60年 度通信の現況

第1節 通信及び情報化の現況

昭和60年 度 は,そ れ まで世界経済の フ レームを形 作 っていた,高 い ド

ル,高 金利,高 い原 油 とい う三つ の大 きな条件に基本 的な変化が起 こっ

た年 であ った。我 が国経済 もこれ らの変化に大 きな影響 を受け,全 体 と

して景気拡大 の足取 りが緩慢 となる中で,景 気の二 面性が 明らかにな っ

てきた。す なわち,我 が国経済 では,輸 出が横ぽいか ら弱含みに推移 し

た一方で,家 計部 門の需要 を中心 に国 内需要は緩やかな増加 を続け,経

済成長率は名 目で5.9%,実 質で4.2%と な った。 この よう な 経済 の動

向の影響を受け,通 信 サ ービスの生産額(収 入額)は8兆261億 円 と,

前年度に比べ6.4%の 増加を示 し,対GNP比 率は2.50%と なった(第

1-1-1表 及び第1-1-2図 参照)。

本節では,我 が国の通信経済 の動 向及び情報化の進展について概観す

る。

1通 信経済の動向

今 日,社 会経済及び国民生活において通信 の果たす役割が増大 し,通

信 に対す る ニーズ も高度化 ・多様化 している。 こ う し た 傾向を反映 し

て,通 信量 ・通信設備は着実に増加 し,通 信事業及び通信関連事業 も大

きな変化を遂 げつつ ある。
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第1-1-1表 通信サービスの生産額

(単屹:億 円)
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80,260

3,209,946

1,866,639

郵政事業特別会計におけ
る郵便業務収入
NTTの 電話収入及び無
線呼出し収入

各事業体の事業収入

KDDの 電 話収入

NTTの 電 信収入

KDDの 電信収入

NTTの 専 用収入(DD

壁 含豊 ・)KDD
の専 用収入(デ ータ

通信収入の一部を含む。)

NTTの デ ータ通信収入

NTTの その他の収入

KDDの その他の収入

受信料収入と交付金収入

民間放送各社のラジオ収
入
民間放送各社のテレビジ
ョン収入

名目額

名目額

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈱ 日本民間放送連盟,経 済企画庁資料により作成

(注)国 内電話,国 内電信,国 内専用及び国内データ通信については,59年 度 と60年 度

でサービス内容が異なるため,両 者の金額を単純に比較することはできない。

(1)通 信量の動向

ア.国 内通信 の動向

国内通信 の動 向は,第1-1-3図 の とお りであ る。

60年 度 は,電 報通数は減少 した ものの,ダ イヤル通話総通話 回数は大
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通信サービスの対GNP比 率の推移
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幅に増加 して,全 体 として安定 した伸びを示 した。

内国郵便物数は,51年 度 と56年 度 においては郵便料金値上げに よる減

少がみ られた ものの,ほ ぼ安定的に推移 してお り,60年 度は,対 前年度

比3.6%増 の171億 通(個)と なった。 この うち,小 包 郵便物 の 取扱個

数は対 前年度比7.4%増 の1億5千 万個 と な り,昨 年度(対 前年度 比

6.0%増)を 上回 る増加率を示 した。

電気通信 の うち,電 報通数は52年 度を境に微 増傾 向にあ ったが,59年

度以降 再び減 少に転 じ,60年 度は4,066万 通 とな った。 ダイヤル通話総

通話回数(公 衆電話 を除 く。 なお,フ ァクシ ミリ等電 話以外 の利用を含

む。)は,52年 度 は通話料金値上げの影響に よ り減少 した ものの,そ の

後は順 調な伸 びを示 してお り,60年 度は対前年度比10.9%増 の632億 回

となった。

また,電 話1加 入当た りの年 間ダイヤル通話回数をみ ると,52年 度 ま

では若干減少がみ られ るものの,53年 度以降は再び増 加傾向を示 し,56

年度に50年 度の水準 まで回復 し,そ の後 も大幅に伸びている。1加 入1

日当た りの ダイヤル通話回数で も,50年 度 の2.9回 か ら60年 度に は3.8

回 と増加 している。 これは,社 会経済,国 民生活 にお いて,電 話依 存度
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第1-1-3図 国内通信の動向

ダイヤル通話総通話回数

＼

テレビジョン放送の

総放送時間

新聞発行部数

内国郵便物数

指数。-
5051525354555657585960

年 度

郵 政 省,NTT資 料,「 日本 新 聞 年鑑 」(㈹ 日本 新 聞協 会)に よ り作 成

(注)1.ダ イ ヤ ル通 話 総 通 話 回 数 は,特 別 調 査 に よる 推定 で あ る。

2.テ レビジ ョ ン放 送 及 び ラ ジオ 放 送 の 総 放送 時 間 は,1日 当た りの総 放

送 時 間 で あ る 。

3.新 聞 発 行 部 数 は,各 年10月 の発 行 部 数 であ る。

が高 まった ことと,電 話の積滞解消,全 国の自動 ダイヤル化 完成 とい う

施設の整備を受けて,日 本電信電話株式会社(以 下rNTT」 とい う。)

が57年 度 ごろか ら,電 話の増設 のみ ならず,需 要の開拓に も一層努 めて

きたため と考え られ る。諸 外国 と58年 度におけ る電話機1日1台 当た り

通話回数 で比較す る と,我 が国は2.2回 であ り,米 国の5.7回 と比べ る

と少ない ものの,他 の欧米諸国(英 国2・1回,イ タ リア1.9回,ヵ ナ ダ

1.3回)と 並ぶ高水準に達 してい る(第1-1-4図 参照)。

次に,放 送についてみる と,60年 度におけ るテ レビジ ョン放 送の1日

当た りの総放送時間は,民 間テ レビジ ョン放送 の多局化 が進 んだ ことに
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1加入当たり年間ダイヤル通話回数の推移
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NTT資 料 により作成

よ り,対 前年度比1.6%増 の1,933時 間 となってお り,こ の10年 間の推

移をみ る と,22.7%増 加 してい る。 また,ラ ジオ放送の1日 当た りの総

放送時 間は,対 前年度比9.5%増 の1,526時 間 とな ってお り,こ の10年

間の推移 をみ る と,26.6%増 加 している。

新聞発行部数は,主 要 メデ ィアの中で もこの10年 間伸 び率が小 さ く,

成熟化 した メデ ィアである といえる。特 に57年 度以降伸び率が小 さ く,

60年 度は対前年度比1.5%増 の4,823万 部 となった。

この よ うに,電 話以外 の メデ ィアは近年成長が鈍化 してお り,こ のこ

とは,こ れ ら主要 メデ ィアはほ ぼ成熟 の域に達 した ことを示 し て い る

(第1-1-5図 参照)。

イ.国 際通信の動向

(ア)国 際通信 の動 向
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第1-1-5図 主要メディアの利用数の推移

郵政省,NTT資 料,「全国視聴率調査」(NHK),「 日本新聞年鑑」(㈹ 日本

新聞協会)に より作成

国際通信 の動 向は,第1-1-6図 の とお りであ る。

外国郵 便につ いてみ ると,ほ ぼ横ばいで推移 してお り,60年 度は外国

あ ての物数が対 前年度比(L1%増 の1億1,680万 通(個),外 国来 の物数

が対前年度比3.7%増 の1億2,726万 通(個)と な った。 これを 輸送 手

段別 にみ る と,航 空便83.7%,船 便16.2%と な ってい る。航空便 の占め

る割合は年 々増加 してお り,利 用者のス ピー ド指 向が 次第 に高 まってい

るこ とが分か る。

次に,国 際電気通信をみ ると,国 際電報取扱数は減少傾向に あ り,60

年度は対前年度比17・3%減 の153万 通 とな った。国際 テ レックス取扱 数

は59年 度 まで増 加を続けていたものの,60年 度は減少に転 じ,対 前年 度

1人当たリダイヤル通話総通話回数

1人当たり内国郵便物数

1人当たり電報通数 1世帯当たり
新聞発行部数

郵政省,NTT資 料,「全国視聴率調査」(NHK),「 日本新聞年鑑」(㈹ 日本

新聞協会)に より作成

国際通信 の動 向は,第1-1-6図 の とお りであ る。

外国郵 便につ いてみ ると,ほ ぼ横ばいで推移 してお り,60年 度は外国

あ ての物数が対 前年度比(L1%増 の1億1,680万 通(個),外 国来 の物数

が対前年度比3.7%増 の1億2,726万 通(個)と な った。 これを 輸送 手

段別 にみ る と,航 空便83.7%,船 便16.2%と な ってい る。航空便 の占め

る割合は年 々増加 してお り,利 用者のス ピー ド指 向が 次第 に高 まってい

るこ とが分か る。

次に,国 際電気通信をみ ると,国 際電報取扱数は減少傾向に あ り,60

年度は対前年度比17・3%減 の153万 通 とな った。国際 テ レックス取扱 数

は59年 度 まで増 加を続けていたものの,60年 度は減少に転 じ,対 前年 度
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第1-1-6図 国際通信の動向
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(注)1.外 国郵便物数は,差 立及び到着の合計である。

2.国 際電報,国 際テレックス及び国際電話取扱数は,発 着及び

中継信の合計である。

比3.7%減 の5,017万 度 とな った。 これは,国 際 データ通信等他の通信

手段へ の移行が進 んでい るためである。近年,著 し く増加 している国際

電話取扱数は,対 前年度比38.8%増 の9,563万 度 とな った。

国際 テ レビジ ョン伝送は,通 信衛星を経由 してテ レビジ ョン放送番組

の素材 を提供す るものであ る。59年 度か らは,米 国か ら一定 の期間,終
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第1-1-7図 国際テレビジョン伝送サービスの伝送時間の推移
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(注)1.59年 度 よ り,国 際 テ レ ビ ジ ョ ン長 期 サ ー ビ スの 伝 送 時 間 を 含

む 。

2,送 受 信 共 に 中継 を含 む。

日ニュース等を受信す る国際テ レビジ ョン長期サ ー ビス も実施 されてい

る。国際 テ レビジ 。ン伝送サ ービスの伝送時間(59年 度以降国際テ レビ

ジ ョン長期サ ービスを含む 。)は 著 しい増加を示 してお り,60年 度 は,

対 前年度比35.3%増 の21万 分(1日 延べ約10時 間)と なった。 これ を送

受信 別にみる と,受 信が送信を大 幅に上 回ってお り,ま た,伸 び率 でみ

て も送信 よ り受信が大 きくな ってい る(第1-1-7図 参照)。

国際放送は,日 本放送協会(以 下 「NHK」 とい う。)が 二一 一ス,国

情紹介等を短 波放送に よ り行 っている ものである。60年 度 の 放送時間
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第1-1-8図 国際情報通信交流状況

郵政省,KDD資 料,「 観光白書」(総 理府),「 経済統計年報」(日 本

銀行),「 科学技術研究調査報告」(総 務庁)に より作成

(注)1.外 国旅行者数及び輸出入額は暦年(60年)の 数値であり,技

術貿易額は59年 度の数値である。

2.国 際電気通信量は,国 際電報,国 際テレックス及び国際電話

の合計である。

は,1日 延べ40時 間(地 域向け放送が1日 延べ23時 間,一 般向け放送が

1日 延べ17時 間)で あった。なお,61年10月 か らは,カ ナダのサ ックビ

ル送信所 か ら北米 向け の中継放送が開始 されている。

(イ)国 際情報通信交流

国際化の進 展の中で,我 が国に とって国際相互理解 の必要性は ます ま

す高 ま り,バ ランスの とれた情報 の交流が必要 となって きた。

この観点か ら60年 度の我 が国におけ る国際情報通信交流状況を み る

と,第1-1-8図 の とお りである。
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情報流通量 においてウェイ トの高いパ ーソナルな通信 メデ ィア(外 国

郵便,国 際電気通信)に おいて送信 ・受信がほぼ均 衡 してい るので,全

体で も送信 ・受信 が均衡 している。ただ し,マ ス系 メデ ィアであ る国際

テ レビジ ョン伝送及び外電については,受 信 が送信 を大 きく上 回 ってい

る。

また,全 体では,時 系列でみて も,第1-1-9図 の とお り,こ の10

年 間同様の傾向である。地域別にみ ても,パ ー ソナルな通信 メデ ィアで

は,60年 度において,外 国通常郵便物 の差立が,ア ジア33.1%,北 米

31.5%,欧 州23.7%等,到 着がアジア28.4%,北 米27.2%,欧 州36.1%

第1-1-9図 国際情報通信交流の推移
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(注)数 値は・「情報流通センサス」の計量手法に基づき算出したもの

である。
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マス系国際情報通信交流の推移
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(注)数 値は,「情報流通センサス」の計量手法に基づき算出したもの

である。

等であ り,ま た国際電話取扱分数(発 着信合計)も,ア ジア38.6%,北

米37.0%,欧 州16.7%等 とほぼバ ランスが とれている。他方,マ ス系 メ

デ ィアにつ いてみ る と一貫 して大幅な情報の入超 とな ってお り,か つ,

米国か らの情報流入が多 くなっている(第1-1-10図 参照)。

近年,我 が国では,国 際的 な情報流通の不 均衡 とそれ に基づ く諸外国

との相互理解の不足 が指摘 され てい るが,そ れは,マ ス系 メデ ィアにお

いて量 的に も,地 域 的に も顕著に現れてい る。マス系 メデ ィアを通 じた

国際情報流通は,そ の情報 が国内のマス ・メデ ィアを通 じて広 く伝達 さ

れ るので,国 際テ レビジ ョン伝送,外 電の国民全般 に与 える影響は極め

て大 きい もの と考え られ る。
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(2)通 信設 備の動向

ア.国 内通信設備

通信 の進展を支え る通信 設備 には,郵 便局 のほか,電 話機 ・フ ァクシ

ミリ ・データ通信端末等 の電気通信端 末設備,交 換機等の電気通信回線

設備や,放 送局 ・陸上移動局等 の 無線局,有 線テ レビジ ョ ン 放送(以

下 「CATVJと い う。)施 設等があ る。

通信設備数 の推移は,第1-1-11図 の とお りである。

この うち,加 入電話等契約数 は毎年安定的 な伸び を示 してお り,60年

度末には,人 口100人 当た り38.0と 高 い普及率を示 している。 また,電

話網及び ファクシミリ通信網 で利用 され るフ ァクシ ミリ端末 の設置個数

は,50年 度 の約1万1千 個か ら60年 度 の約103万 個(推 計値)と,10年

第1-1-11図 通信設備数の推移

郵政省,NTT資 料 により作成

(注)1・60年 度末のデータ通信システム数は,推 計値である。

2.電 話端末数は,加 入電話等契約数で代用した。
3。 無線局数は,放 送局数を除いた数値である

。
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間で約90倍 とい う目覚 ましい伸 びを示 してい る。

データ通信 システム数は,関 連技術 の急速な進歩や これを支 える制 度

面の整 備等 に より,10年 間で7倍 近い伸びを示 している。

放 送局数 は,57年 度 と58年 度には著 しい増加を示 した ものの,59年 度

以降は再び安定的 な伸びを示 してい る。

CATV施 設数は,順 調な伸びを示 して お り,60年 度末現在4万403

施設 とな っている。 中で も許可施設(引 込端 子数501以 上)は,絶 対数

は少ない ものの,10年 間で約3.2倍 とい う高い伸び率を示 している。

無線局数は近年 著 しい伸びを示 してい る。 これは,パ ーソナル無線 に

代表 され る個人的利用の急速な進展,MCA無 線,タ クシー無線等社会

経済分野におけ る電波利用 の増大等に よるものである。

イ.国 際電気通信設備

代表的な国際電気通信 設備である国際通信回線の数の推移 は,第1-

1-12図 の とお りであ る。国際通信 に対す る需要の増大に よ り,全 回線

数は10年 間で5.1倍 とな ってい る。我が国の国際通信回線は,通 信衛星,

海底 ケーブル,対 流圏散乱波及び短波 の四つ の伝送方式に よ り構成 され

てい る。近年 では衛星及び海底 ケーブルが中心 となってお り,60年 度末

現在では両者 で97%に 達 してい る。

ウ.設 備投 資の動 向

(ア)通 信 関係設備投資 の状況

主な通信事 業体である郵便,第 一種電気通信事業者,放 送事業者 の60

年度 の設備投資総額 は,1兆9,075億 円であ り,対 前年度 比5.0%減 と

な った。新規参入第一種電 気通信事業者が加わ ったに もかかわ らず,減

少に転 じたのは,全 体の約80%を 占め るNTTの 設備投資額が前年度 に

比べ約1,400億 円(8.2%)減 少 した ことが大 きな要因であ る。

(設備改善の進む郵便事 業)
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第1-1-12図 国際電気通信回線数の推移
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郵便事業では,局 舎事情 の改善を図 り.郵 便局の増置を行 った ほか,

郵便物 の処理の近代化,効 率化 の一環 として,60年 度におい て も郵便番

号 自動読取区分機等 が増備 され,引 き続 き機 械化 が推進 された。 しか し

なが ら,局 舎 の建設,増 ・改築 等の設備面 での改善 作業が一巡 しつつ あ

ることか ら,設 備投 資額は対前年度比2.5%減 の1,173億 円であ った。

この うち,831億 円が 自己資金 で,342億 円 が 財政投融 資(簡 易保険資

金)か らの借入金である。

(デ ィジタル化 を進め るNTT)

NTTの 設備投資額の推移は,第1-1-13図 の とお りで ある。NTT
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NTTの 設備投資額の推移

NTT資 料により作成

の設備投 資額は52年 度か ら56年 度 までは増加傾 向を示 した ものの,そ の

後はむ しろ減 少傾 向を示 してい る。 これは,電 話 の積滞解消に よ り,工

事内容が基礎 設備 の拡充か ら既存設備の維持,改 良へ と大 き く変化 して

きた こと,建 設工事へ の新技術の導入に より,工 事単価が下が った こと

などに よる。

この結果,減 価償 却費 の設備投資額 に占める比率 も,50年 度の52.9%
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か ら60年 度には92.6%へ と39.7ポ イ ン ト上昇 し,設 備投資額 の大部分が

減価償却費で賄われ るに至 ってい る。

60年 度の設備投資額は,対 前年度比8.2%減 の1兆5,805億 円であ っ

た。 これに よ り,既 存電話網 の維持及び非電 話系サ ービス等 の提 供地域

の拡大が図 られたほか,電 話網のデ ィジタル化推進 のため,デ ィジタル

交換機,デ ィジタル伝送路 の建設が行 われた。

また,61年 度におけ る設備投 資計画額は,1兆6,000億 円 となってい

る。

なお,61年 度中に1,500億 円程度 の追加投資が行われ る見込みで ある。

(第3太 平洋横断 ケーブルの建設を進 めるKDD)

国際電信電話株式会社(以 下rKDD」 とい う。)で は,60年 度 におい

て,光 海底 ケーブル方式に よる第3太 平洋横断 ケーブル(63年 度末完成

目途)の 陸揚 げ用地 の取 得が行われた。 また,60年6月 に完成 した小山

国際通信セ ンターに最新鋭 のデ ィジタル電 話交換機 ・テ レ ックス交換機

等が設置 され たほか,大 阪新中央局の建設,中 央 局交換 設備のデ ィジタ

ル化が進められた。その設備投資額は,568億 円である。

なお,61年 度の設備投資計画額は,635億 円 となっている。

(設備の建設進む新規参入第一種電気通信事業者)

第二電電(株),日 本テ レコム(株)及 び 日本高速通信(株)の 地上系

3社 では,61年 度 の東名阪地域 での開業を 目指 して ,光 フ ァイバ ケーブ

ル,マ イクロウェーブ回線の通信設備 ,セ ンター局 の建設が行わ れた。

設備投資額 は,3社 合計で196億 円であ る。 この うち99億 円が 自己資

金で,97億 円が借入金である。

(実用放送衛星の整備を進め るNHK)

NHKで は,476億 円の設備投資が行われた。 これ に よ り,衛 星放送

設備については,BS-2及 びBS-3の 製作.打 上げ等に関す る業務が
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通信 ・放送衛星機 構への委託 に よ り推進 された。地 上設備 につ いては,

BS-2a,BS-2bの 運用 のために,送 受信局 の補完整備が行わ れた。

テ レビジ ョン放送局については,難 視聴解消等を 目的 として13局 が開

局 され た。 テ レビジ ョン音声多重放送 局につ いては,235局 が開設 され

た。一 方,中 波放送局については,外 国電波 の混信対策 として2局 が開

局 された。 また,FM放 送局については3局 が開局 された。

このほか,良 質放送を確保す るため,放 送設備 の改善,老 朽設備 の更

新が進め られた。

(開局進む民間放送)

民間放送では,857億 円 の設備投資が行われ,新 たにテ レビジ ョン単

営社1社,FM単 営社6社,文 字放送単営社4社 が開局 した ことな どに

よ り,テ レビジ ョン放送局194局 の開設等が行われ た。

(3)通 信事業経営

電気通信 の自由化 の中で,通 信事業の動 向は従来 に も増 して注 目を浴

びている。 ここでは,通 信事業者 の数及び経営状況を概観す ることとす

る。

ア.通 信事業者

60年 度末に おけ る通信事業者数 は,第1-1-14表 の とお りである。

第一 種電気通信事業者は,NTT,KDDを は じ.め,8社 となって い

る。NTT,KDD以 外 の6社 の うち,61年8月 に 日本 テ レコム(株)が

専用サ ービスを開始 して お り,第 二電 電(株),日 本高速通信(株)及

び東京通信 ネ ットワーク(株)も 順次サ ービスを開始 してい る。

特別第二種電気通信事業は,61年9月 末現 在9社 が登録を済 ませてお

り,こ の うち6社 が既に事 業を開始 してい る。

また,一 般第二種電気通信事業 につ いては,61年9月 末現 在279社 が

届 出を済 ませ ている。 これを前年 同期 と比較す ると,約120社 の増加 と
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第1-1-14表 通信事業者数

(60年度末)

区 別

郵便事業

第一種電気通信事業者

特別第二種電気通信事業者

一般第二種電気通信事業者

放送事業老

有線テレビジョン放送事業者(許可施設
のみ)

有線放送電話事業者

事業者数

1

7
(8)

9
(9)

200
(279)

142

402

658

(注)()内 は,61年9月 末 の 数 値 で あ

る。

なってお り,新 規参入が 目覚ま しいこ とが分か る。

一 方 ,放 送事業者は,NHK・ 放送大学学園のほか,一 般放送事業者

(民間放送)が 前年度 よ り11社 増加 して140社 とな ってい る。民 間放送

140社 の内訳は,ラ ジオ ・テ レビジ ョン兼 営社36社,テ レビジ ョン単営

社67社,ラ ジオ単営社33社(中 波放送11社,短 波放送1社,FM放 送21

社),文 字放送単営社4社 である。

また,CATV事 業者 の うち,許 可施設 に係 るCATV事 業者 は,60

年度において37事 業者(54施 設)増 加 し,60年 度末現在,402事 業者

(550施 設)と な ってい る。 このほか の届出施設(引 込端子数500～51)

及び小規模施設(引 込端子数50以 下)の39,853施 設 につ いては,任 意 団

体・地方公共団体等が事 業者 となっている。 なお,CATV施 設者 か ら
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施設 の提供 を受け て自主放送を行 ってい るCATV事 業者は8事 業者 で

あ る。

有線放送電話事業者は,電 話 の普及等 に より年 々減少 す る 傾 向に あ

り.60年 度末現在,対 前年度末比3.8%減 の658と なった。

イ.通 信事業 の経営

60年 度におけ る通信事業者の経営状況は,安 定 した 経済成長 を 受 け

て,お おむね安定 した動向を示 した。 ここでは,郵 便事業及び主要通信

事業者 の60年 度の経 営状況等 を概観す るこ ととす る。

(ア)郵 便事業の経営状況

郵便事業においては,ニ ーズに即 した新 しいサ ービスの開始や事業経

営 の効率化に努めた結果,60年 度 は,収 益は対前年 度比5.3%増 の1兆

3,381億 円,費 用が同6.1%増 の1兆3,369億 円で,差 引き12億 円の利

益を生 じた。 これに よ り累積欠損金は75億 円に減少 した。

財務状況 をみる と,売 上高は1兆2,071億 円 とNTTに 次いで大 きい

ものの,売 上 高経常利益率 が0.1%と 収益力は低 い。 また,労 働集約性

が高い事 業の性格に よるほか,特 定郵便局について借 入局舎 が 多 い こ

第1-1-15表 郵便事業の財務状況 (60年度)

売 上 高

百 万 円

1,207,Il6

経常利益

百 万 円
1,203

従業員数

人

140,783

売 上 高経常
利益率

%
o。1

労働装備率

千 円
5,335

設 備 投 資

固 定 資 産

%
67

固定比率

%
134.4

(注)1・ 売 上 高経常利益率一　籍 響 ・1・・

労 働 装 備 率一有形固定馨嬰 響 蟹 藷!辮 亀興末平均)

固 定 比 率一酷 欝1。 ・

2.労 働装備率,設 備投資/固 定資産及び固定比率は,郵 政事業特別会計の数字

である。
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と,輸 送について外部委託 を行 っている ことな どに よ り,労 働装 備率は

533万5千 円 と他の通信事業及び全産業に比べ,低 い値 とな ってい る(第

1-1-15表 参照)。

(イ)NTTの 経営状況

NTTに つ いては,60年 度の経常 収入は5兆1,341億 円,経 常 支出は

4兆8,179億 円で,3,161億 円の 経常利益を生 じた。 また,当 期 利益 は

1,406億 円,1株(5万 円)当 た りの利益 は9,014円69銭 となった。

NTTの 財務状況をみ る と,売 上高が5.1兆 円,総 資産が10.9兆 円 と

事業規模は通信事業者の中で最 も大 きい。 また,設 備産業 とい う性格か

ら,労 働装備率 も2,999万1千 円 と他 の通信事業者 と比較 して最 も高 く

な っている。 しか しなが ら,売 上 高経常利益率,総 資本経常利益率,総

資本 回転率はそれぞれ6.2%,2.9%,0.47回 とな ってお り,通 信事業者

の中では小 さ くな ってい る。

NTTの 財務状況を,同 じ設備産業であ り,公 益事 業であ る東京電力

と比較す ると,総 資産 ・売上高 ・従 業員数 とい う企業規模 で は,NTT

はやや東京電力を上回 ってい る。 しか しなが ら,経 営効 率についてみ る

と,総 資本回転率 では,東 京電力 と並 んでいる ものの,売 上高経 常利益

率,総 資本経常利益率では東京電 力 よ り低 くなってい る。

なお,全 産業 と比較す ると,売 上 高経常利益率は全産業 よ り高 くな っ

てい るものの,総 資本経 常利益率,総 資本回転率は全産業 よ り低 く,投

資効率は必ず しも高 くない(第1-1-16表 参照)。

(ウ)KDDの 経 営状況

KDDに つい ては・ 国際電気通信 の需要 の高 ま り等を背景 として
,60

年度 の経常収入は対前年度比2.3%増 の2,222億 円とな った。一方 ,経

常支 出は同8・7%増 の1・889億 円で,経 常利益 は333億 円であ った
。当

期利益は172億 円・1株(5百 円)当 た りの利益 は308円46銭 とな った
。
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通信富業者の財務状況

(60年度)

区 別 NTTKDDINHK民 間姻 鯨 勧 全産業

総 資 産(百 万円)

売 上 高(百 万円)

経 常 利 益(百 万円)

従 業 員 数(人)

売上高経常利益率(%)

総資本経常利益率(%)

総 資 本 回 転 率(回)

労 働 装 備 率(千 円)

設備投資/固 定資産
(%)

固 定 比 率(%)

10,926,503 364,489

5,091,409 216,066

316,219

1

33,288

303.95 7,365

6.2 15.4

2.9 9.2

O.47

1

0.60

29.99 25,293

15.8 21.0

288.4

1

119.1

332,977

340,763

16,932

15,876

5。0

5.3

1.07

H,878

18,6

140。7

1,186,700

1,369,300

99,681

27,711

7.3

8.6

1.18

13,535

14.7

93.6

9,371,417

4,188,668

343,998

39,058

8,2

3.7

0.45

158,IOO

l2,5

779.8

/
857,030,731

21,286,541

20,520,465

2.5

3.7

1.48

577

1
・31

206.0

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈲ 日本民間放送連盟資料,「 法人企業統計季報」(大

蔵省),東 京電力株式会社有価証券報告書により作成

(注)1・ 売上離 常利益率一讐 欝 ・1・・

総資雄 常利益率一総資講 禦 蕩末平均)・1・・

売上高総 資 本 回 転 率=

総 資本(期 首 ・期末平均)

労 働 装 備 率一有形固定纂肇 響 騒 姦鶴 幾 蓄罪末平均)

固 定 比 率一醗 肇・1。・

2.東 京電力㈱については,同 社の有価証券報告書により作成

3,全 産業については,「 法人企業統計季報」(大蔵省)に より,金 融及び保険業

を除く資本金1,000万 円以上の企業を対象に作成

財務状況をみると,売 上高経常利益率が15.4%,総 資本経常利益率が

9.2%と 他の通信事業者及び全産業の数字 と比較しても非常 に 高く,通

信事業者の中でも経営効率が高いことが分かる。

なお,NTT同 様,設 備産業であることから,労 働装備率は全産業を
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大 きく上回 ってい るものの,総 資本 回転 率は全産業 を下 回 っている(第

1-1-16表 参照)。

(エ)NHKの 経営状況

NHKに ついては,60年 度の経常 収入は対 前年度 比1.6%増 の3,480

億 円,経 常支出は同3.9%増 の3,311億 円で,経 常利益 は169億 円であ

った。 このほか,特 別収支を加 え,最 終的に161億 円の事業 収支差金 を

生 じ,NHKで は,こ の うち84億 円を放送債券の償還,借 入金 の返済等

に使用 し,77億 円を翌年度以降の財政安定のための繰越金 とした。

財務比率をみ る と,59年 度 の受信料 改定 を 受 け て,売 上 高経 常利益

率,総 資本経常利益率,総 資本 回転率 がそれ ぞれ5.0%,5.3%,1.07回

と高 くな ってい る。 また,民 間放送 と比較す る と,設 備投資/固 定 資産

は18.6%と,NHKの 方 が3.9ポ イ ン ト高 く,放 送衛星関係 の設 備投資

の割 合が高い ことが特徴 とな っている(第1-1-16表 参照)。

(オ)民 間放送の経営状況

民間放送 の収支状況は,広 告料 収入 の伸び に より,経 常 収入が対 前年

度比3.0%増 の1兆3,693億 円を計上 した。一方,経 常支 出が4.7%増

の1兆2,812億 円とな り,差 引 き881億 円の利益を生 じた。

民間放送全社 の財務状 況は,N日K同 様,総 資本経常利益率,総 資本

回転率がそれぞれ8・6%,1.18回 と高 くなってい る。

また,全 産業 と比較す ると,固 定比率 は93。6%と 低 くなっている(第

1-1-16表 参照)。

(4)通 信 関連産業の動向

ア.通 信機器製造業

60年 度 の通信機器の受注額は対前年 度比8.7%増 の1兆8,812億 円で
,

6年 ぶ りに1け たの伸び となった(第1-1-17図 参 照)。

これ を需要 先別にみ ると・NTTが 対前年度 比6.0%増 の4,928億 円
,
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官公需が対 前年度比4.5%減 の1,150億 円,民 需が対前年度 比11.1%増

の6,318億 円であ った。

イ.通 信 ケーブル製造業

通信 ケーブルには,従 来か らの銅線 ケーブル(同 軸 ケーブル等)と 近

年登場 した光 ファイバケープルがある。

この うち,60年 度 の銅線 ケーブルの出荷額は,(社)日 本電線工業会 資

料に よると,対 前年度比4.6%減 の1,128億 円とな った。需要部門別の

内訳は,官 公需は,対 前年度比39,0%増 の40億 円,民 需は同6.9%減

の927億 円,外 需は対前年度比2.4%増 の161億 円であ る(第1-1一

第1-1-17図 通信関連産業の動向
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17図 参照)。

また,光 ファイバケ ーブルについては,今 後その ウ臼イ トが高 まるも

の と予想 され る。

ウ.電 気通信工事業

60年 度の電 気通信工事業の総 受注額 は,対 前年度比15.5%減 の4,621

億 円 とな った。 これは,主 な受注先であるNTTに お いて,① 初 期投資

の段階か ら設備の維持 ・管理へ と工事 内容が変化 して きた こと,② 直営

工事の充実が図 られ るようになった こと,な どに よる ものである(第1

-1-17図 参照) 。

電気通信工事業の事 業環境は,NTTか らの工事 受注額 の減少,技 術

力を必要 とす る改良工事等 の複雑かつ小規模 な工事 の増加等に よ り,一 ・

層厳 しくなってい る。

エ.電 子計算機 製造業

通商産業省の 「生産動態調査」に よれば,60年 の電子計 算機 の生産額

は対前年比15.9%増 の3兆3,788億 円 となっている。

オ.広 告業

60年 の総広告費は対前年比2.3%増 の2兆9,829億 円 と過去10年 間で

最低の伸び率 とな り,6年 連続1け たの伸び となった。

この うち,放 送 系の広告費についてみ ると,59年 に1兆 円の大 台にの

ったテ レビ広告費は60年 には伸び悩み,対 前年比1.9%増 の1兆503億

円 となった。 これは,構 成比の大 きな 「食 品 ・飲料」,「化粧 品 ・洗剤」,

「薬 品」 の減少や伸 び悩みが影響 している。 また,ラ ジオ 広告費 は,対

前年比3・8%増 の1,558億 円 となった。中波放送は相変わ らず低迷 を続

け ているが,FM放 送は,新 規局 の開局 も加わ り,好 調で あった。

一方
,郵 便関係についてみ ると,rDM・ 屋外 ・その他広告 費」は,対

前年比2・3%増 の6,441億 円とな り,こ の うちDMは 約20%を 占め て
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いる。新 聞広告費は,59年 以降伸び悩みを示 し,60年 も対前年比1.0%

増 の=8,550億 円 と新聞,雑 誌,テ レビ及び ラジオのマス コ ミ4媒 体 の中

で最 も低 い伸び であ った。雑誌広告 費は,創 刊 ブームを背景に58年 には

2け たの伸び を示 したが,59年 以降再び1け たの伸び とな り,60年 にお

いては,対 前年比5.8%増 の1,965億 円 となった(第1-1-18図 参照)。

カ.そ の他

(社)日 本新 聞協会 の会員であ る新 聞社 の発行す る一 般 日刊紙 の総発行

部数は,60年10月 現在4,823万 部で,前 年 同月に比べ72万 部,1.5%の

増加 とな った。 これは1世 帯当た り1.25部,人 口1千 人当た り402部 で

あ った。

一方 ,通 信社 の60年 度 におけ る1日 平均 の二晶一ス供給量 は,新 聞向

第1-1-18図 メディア別広告費の推移

「電通広告年鑑」(㈱ 電通)に より作成

(注)総 広告費には,こ の他に輸出広告費が含まれる。
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けが27万 字,放 送 向けが3.2万 字,ま た,写 真は,新 聞向けが105枚,

放送 向けが16枚 といずれ も前年度 をやや上 回 った。 外電においては,受

信 が71万 語,送 信が25万 語で,送 信が前年度 に比べ1万 語 減 とな った。

60年 度におけ る書籍及び雑誌 の推定実売金額は,対 前年度比6・3%増

の1兆7,418億 円とな った。 内訳をみ る と,書 籍の推定発行部数 は12億

9,948万 冊で7,123億 円,雑 誌 では月刊誌 が21億2,352万 冊,週 刊誌が

16億8,888万 冊で合わせて1兆295億 円とな った。

2情 報化の進展

社会におけ る情報化 の進展は著 し く,ま た,情 報 に対す るニーズも高

度化 ・多様化 して きている。

情報化を定量的 に とらえ る指 標 としては種 々の ものがあ るが,こ こで

は,情 報化 を情報流通の動向,家 計 と情報化,情 報通信経済 及び ネ ッ ト

ワーク化指 標の局面か ら概観す る。

(1)情 報流通の動向

流通す る情報量 の把握 に よる情報化 の定量的な分析 として,郵 政 省で

は 「情報流通 センサス」 を実施 してい る。60年 度の分析に 当た っては,

情報通信 メデ ィアの変化,電 気通信の 自由化等を考慮 し,調 査対 象 メデ

ィアや調査手法の見直 しを行 った。今回の調査対象 メデ ィアは第1-1

-19表 の とお りで ある
。

以下,60年 度情報流通 セ ンサ スの算出結 果について概 観す る。

ア.情 報 流通量

50年 度を基準 とした情報流通量等の推移は第1-1-20図 の とお りで

ある。

供給側が受信側に対 して消費可能な状態で提供 した情報 の総量であ る

総供給情報 量は,60年 度は3・49×1017ワ ー ドで,前 年度に比べ5.2%増
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加 し,50年 度 の1.81倍 と な っ た。

メデ ィア グル ー プ別 に 対 前 年度 比増 加 率 をみ る と,電 気 通 信 系 は5.2

%(50年 度 比1.82倍),輸 送 系 は4.3%(同1.51倍),空 間 系 は0.9%(同

第1-1-19表 情報流通センサス調査対象メディア

メ デ ィア グル ー プ メ デ ィ ア
メア イア

グル ー プ
メ デ ィ ア

電

気

通

信

系

通

信

放

送

公

衆

通

信

交

換

系

専

用

系

私
設
通
信

有
線
系

地
上
系

① 電話

② 移動電話

③ 電報

④ テ レ ック ス

⑤ データ通信

⑥ フ ァク シ ミ リ

⑦ δ ビデ オ テ ックス

⑧Oテ レビ会議

⑨o符 号伝送

⑩ 電話

⑪ データ通信

⑫ ラジオ伝送

⑬ テレビ伝送

⑭ 電話

(う ち,共 用)

⑮ 移動電話

(う ち,共 用)

⑯ 符号伝送

(う ち,共 用)

⑰ 有線放送電話

⑱*有 線 ラジオ放送

⑲*有 線テレビジョン放送

⑳*ラ ジオ放送

⑳*テ レ ビ ジ ョン放 送

⑫δ テ レテ キ ス ト

衛星剰 麟 鯉 テレビジ。ン放送

輸

送

系

空

間

系

郵便

印刷

記録

対副

教育

鑑賞

⑳ はがき

(う ち,DM)

⑳ 手紙

(う ち,DM)

⑳o電 子郵便

⑳*新 聞

⑳*書 籍

⑳*雑 誌

⑳*そ の他印刷物

⑳ 手交文書

⑫Oコ ン ピ ュー タ文 書

⑬*オ ー デ ィ オ ・ ソ フ ト

⑭巻 ビデ オ 。ソフ ト

⑳ δ コ ン ピ ュ ー タ ・ソ フ ト

⑯ 対話

⑰*学 校教育

⑳管社会教育

⑳*映 画

⑳*観 劇

⑪*ス ポ ー ツ

⑫*屋 外掲示物

(注)L*は マ ス ・メデ ィア ・*の な い もの は パ ー ソナ ル ・メデ ィアで あ る
。

2・ ○ は 今 回 新 た に調 査対 象に 加 え た メデ ィア で あ る
。
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1。16倍)と なってい る。

60年 度の総供給情報量 の 構…成比 は,電 気通信系が98.9%,輸 送系 が

0.5%,空 間系が0.6%と な ってお り,電 気通信系 が高い割合を示 してい

第1-1-20図 情報流通量等の推移
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3.全 メディアから放送系メデ ィアを除いた場合

(注)1.情 報流通距離量は,情 報が発生した地点から消費された地点

までの距離に,消 費情報量を乗 じたものである。

2.情 報流通コス トは,情 報の発信点から受信点までその情報を

伝達するために必要な経費である。

る。中で もテ レビジ ョン放送の 占め る割合は高 く,総 供給情報量 の76%

を占めてい る。

パ ーソナル ・メデ ィアのみを取 り出 してみ ると,供 給情報量は,前 年

度に比べ1.0%増 加 し,50年 度 の1.2倍 とな った。

また,全 体の中で ウェイ トの高い放送系を除いてみる と,供 給情報 量

は,前 年度に比べ2.9%増 加 し,50年 度 の1.31倍 とな った。

メデ ィアご との増加率をみ ると,特 に伸び率が高いのは,フ ァクシ ミ

リ(対 前年度比38.5%増),公 衆 交換系 デー タ 通信(対 前年度比60.7%

増)等 である。

一方 ,実 際 に消費 された情報 の量であ る総消i費情報量は1.92×1016ワ

ー ドで ,前 年 度に比べ1.5%増 加 し,50年 度 の1.13倍 とな った。

60年 度の総消費情報量 の構成比については,電 気通信系が64.1%,空
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間系が32.9%,輸 送系が3.0%と な ってい る。総供給情報量の構成比 と

比べて,空 間系 の占め る割合が大 き くなっている。

パ_ソ ナル ・メデ ィアのみを取 り出 してみ る と,消 費情報量は,前 年

度に比べ0.9%増 加 し,50年 度 の1・2倍 となった。

また,全 体 の中で ウェイ トの高い放 送系 を除いた場合 と同様に,消 費

情報量 は,前 年度に比べ0.9%増 加 し,50年 度の1.2倍 となった。

イ.情 報 消費率 の推移

情報消費率は,供 給 された情報量の うち,ど の程度の情報が実際 に消

費 されたか を示す指標であ る。郵便や電話等 の一対一 のパー ソナルな通

信 メデ ィアでは,情 報消費率は1で あ る と仮定 して いる。一方,テ レビ

ジ ョン放送等においては,同 時刻に複数の番 組が提 供 され ているため,

情報 消費率 は1を 大 き く下回 る。 また,学 校 教育では,1人 の教 師の講

義を多数の生徒が 聞 くため,情 報消費率は1を 大 き く上 回る。

情報消費率は,総 供給情報量の増加率が総消費情報量 の増加率 よ りも

大 きい ことか ら次第 に減少す る傾向にあ る。60年 度 の情報消 費率 は,前

年度 に比べ0.2ポ イ ン ト低下 し,5.4%と なった。

また,全 体 の中で ウェイ トの高い放送系を除いてみ る と,情 報 消費率

は,前 年度に比べ2.8ポ イ ン ト低下 し,176.9%と なった(第1-1-21

図参照)。 情報消費率が100%を 大 きく上回 ってい るのは,消 費情 報量の

うちウ ェイ トの高い対話や学校教育 において,消 費情報量 が供給 情報量

を上 回ってい るためである。

ウ.メ デ ィアの変遷

情報化 の進展は,歴 史的にはその中心 とな った メデ ィア別に大 き くい

くつかの段階 に分け られ る。最初は,明 治期か ら戦前 ま で の 郵便,新

聞・書籍を中心 とす る活字に よる輸送型 メデ ィアに よるものであ った。

第二は・30年 代以降 のテ レビジ ョン放送,公 衆系電話等を中心 とす るも
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ので,40年 代末か ら50年 代半ば まで,テ レビジ ョンの全国普及,電 話の

積滞解消 とい う形で進んで きた。

最近の情報 化は,ニ ューメデ ィア とい う言葉 に象徴 され る よ うに,電

気通信系 メデ ィアの中で も近年新たに登場 して きた メデ ィアを中心に進

んでい るのが特徴であ る。

最近10年 間におけ る電気通信系の主要 な メデ ィアの供給 情報量 の推移

を示 したのが,第1-1-22図 で ある。公衆系 データ通信,フ ァクシ ミ

リの伸びは特に著 しく,公 衆系デ ータ通信 は54年 度か ら60年 度 までに91

倍(年 平均伸 び率112.0%),フ ァクシ ミリは50年 度か ら60年 度 までに

89倍(同97.1%)と な っている。 また,公 衆系 の移動電話(自 動車電話

等)が 同10倍(同26.4%),CATVが 同4.7倍(同16.6%)と なって

い る。 これに対 し,従 来の基幹的 メデ ィアであ る公衆系電話(10年 間で

1.8倍),テ レビジ ョン放送(同1.7倍)は 安定的な伸びを示 している。

急速な伸びを示 している メデ ィアは,デ ータ通信や フ ァクシ ミリ等企

業間通信で主 に利用 され る ものであ り,最 近の情報化が「経済の情報化」

を テコとして進んでいる ことを示 してい る。 この両 メデ ィアは,定 形 ・

定量の情報を大量に伝達 し得 るのみ でな く,情 報の処理,図 面の送付等

の特徴に よ り,企 業の経理,営 業,生 産活動等に大 きく貢献 し,本 社一

支社 ・工場,企 業一企 業 とい う距離 と組織を超 えた経済活動を容易にす

るので,今 後 ともその発 展が予想 され る。

この反面,電 報,テ レックスの供給情報量は減少 してい る。計測期間

中のピーク時に比べ ると,60年 度におい ては,電 報(ピ ークは58年 度)

は7.6%減(年 平均減少率3.9%),テ レヅクス(ピ ー クは52年 度)は

65.5%減(同12.5%)と な っている。 このことは技術 革新 の進歩に よる

ニューメデ ィァの登場,あ るいはメデ ィアの改良が,こ の技術革新につ

い ていけ ない メデ ィアを駆逐す るこ とを示 してい る。
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第1-1-21図 情報消費率の推移

1.メ デ ア

2.全 メデ ィアから放送メデ ィアを除いた場合
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電気通信系主要メディアの供給情報量の推移

(2)家 計 と情報化

家庭におけ る情報 化は,所 得 の上昇や,核 家族化 の進展,女 性の社会

進 出,労 働時間の短縮化等の生活様 式の変化 の中で,よ り強 まっている。

ここでは,総 務庁 の 「家計調査年報」に よ り,家 計 と情報化 について

概観す る。

ア.家 計収支の動 向

60年 の全国,全 世帯(平 均世帯人員3.71人,世 帯主 の平均年齢47.4歳)

の消費支出は,1世 帯 当た り1か 月平均27万3,114円 で,前 年 に比べ名

目で2.6%,消 費者物価 の上昇分(十2.1%)を 除いた実質では0.5%の

増加 とな った。

イ.情 報 関係支 出の範囲

家計支 出の うち,こ こでは,情 報 関係支 出 として 「情報 通信支 出」 と

「情報 通信支援財支 出」を取 り上げる。情報通信支 出は,情 報を直接提

1-1-22
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テ レ ビジ ョ～・放 送
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電話

テ㌧タ通信

テレックス ファクシミリ

移動電話

電報

年度

(2)家 計 と情報化

家庭におけ る情報 化は,所 得 の上昇や,核 家族化 の進展,女 性の社会

進 出,労 働時間の短縮化等の生活様 式の変化 の中で,よ り強 まっている。

ここでは,総 務庁 の 「家計調査年報」に よ り,家 計 と情報化 について

概観す る。

ア.家 計収支の動 向

60年 の全国,全 世帯(平 均世帯人員3.71人,世 帯主 の平均年齢47.4歳)

の消費支出は,1世 帯 当た り1か 月平均27万3,114円 で,前 年 に比べ名

目で2.6%,消 費者物価 の上昇分(十2.1%)を 除いた実質では0.5%の

増加 とな った。

イ.情 報 関係支 出の範囲

家計支 出の うち,こ こでは,情 報 関係支 出 として 「情報 通信支 出」 と

「情報 通信支援財支 出」を取 り上げる。情報通信支 出は,情 報を直接提
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供 し又は提 供を受け るための家計か らの支出 である。 また,情 報 通信支

援財支出は,情 報を直接提供 し,又 は提供を受け るために使用す る物的

財に対す る家計か らの支出である(第1-1-23表 参照)。

ウ.情 報関係支 出の推移

情報関係支 出の推移 とその内訳は,第1-1-24図 及び第1-1-25

表の とお りであ る。

消費支出に占める情報関係支 出の割合は,52年 に,51年11月 の電話料

金の大 幅値上げに より0.3ポ イン ト上昇 した時を除 き,毎 年ほぼ一一定で

推移 している。

情報関係支 出を年 間収入五分位階級別にみ る と,第1-1-26図 の と
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惰報関係支出の推移

「家計調査年報」(総 務庁)に より作成

お りである。

第V階 級を第1階 級 と比較す る と,消 費支出につ いては2.4倍 とな っ

ているが,情 報関係支出は1.9倍 となってお り,消 費支出ほ どの差はみ

られ ない。 このことは,情 報 関係支 出が食料,保 健医療等への支出 と同

様に,生 活必需的費 目とな って きている ことを示 している。

エ .情 報通信支 出

情報通信支 出の推移は,第1-1-27図 の とお りであ る。

50年 と60年 を比較す ると,情 報通信支 出は,消i費 支出の伸 びの1.73倍

を大 きく上 回 り,1.95倍 とな ってい る。その内訳をみ ると,通 信費 の支

出の伸 びは2.53倍 と著 しいが,逆 に書籍 ・教 科書等は1.44倍 と消費支 出

の伸びを下 回 ってい る。 これは,電 話を中心 とす る通信の ニーズが順調

に伸びてい る反面,書 籍 ・教科書等 の出版 メデ ィアの成熟 と,社 会 にお

け る活字離れ を示 してい る。

(通信費 の動 向)
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第1-1-25表 情報関係支出の推移(内 訳)

(単位:千 円)

＼ 一
＼ 年

項目 ＼ ＼

情報通信支出(A)対前年比(%)

情報通信支援財支出(B)対前年比(%)

(A)十(B)(C)
対前年比(%)

消費支出(D)
対前年比(%)

(A)×100/(D)(%)

(B)×100/(D)

(%)

(C)XlOO/(D)
(%)

(A)×100/(C)

(%)

50 51

7365
(112)

2323
(100)

968B
(109)

1,896

34

1.2

52

90
(123)

53 54 55 56

97102109114
(108)(105)(107)(105)

232326
(100)(100)(113)

2324
(88)(104)

57 58

119121
(104)(102)

26
(108)
26
(100)

59

127
(105)

60

126
(99)

113120
(118)(106)

2,0972,286
(111)(109)

353.9

1.1 1,0

4.64.64.9

73,9

2,421
(106)

4.O

1.0

5.0

128
(lo7)

2,576
(106)

40

1.0

5.0

76.079.680.879.7

132138145
(103)(105)(105)

2,7672,880
(IO7)(104)

3.9

0.8

4.8

82.6

40

0.8

4.8

82.6

3,038
(105)

3.9

0.9

4.7

82.1

2929
(ll2)(100)

147156
(101)(106)

3,ll4
(lo3)

39

3,196
(103)

4,0

0.80.9

4.74.9

82.381.4

155
(99)

3,277
(103)

3.8

o.9

4.7

81.3

「家計調査年報」(総 務庁)に より作成

(注)()内 は,対 前年比である。

情 報通信支 出の大部分を占め る通信 費の推移は,第1-1-28図 の と

お りであ る。

通信費の消費支 出に 占め る割合は,50年 の1.6%か ら60年 の2.3%へ

と0.7ポ イ ソ ト上昇 してい る。通信費の各費 目を50年 と60年 で比 較す る

と,構 成比,金 額 ともに伸びて い る の は 「他の通信」で,構 成比 では

1.7ポ イ ン トの 上昇,金 額では2,594円 の増 加 とな ってい る。 これは,

「他の通信」の中に,宅 配業者に よる運送料金が含 まれ ているた めであ

る。宅配事業は,小 型物 品の運送について郵便小包か らシ ェアを獲得 し

た とい う側面 もあるが,宅 配業者が需要を開拓 した とい う面が よ り大 き

い と思われ る。
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第1-1-26図 所得段階別情報関係支出の推移(60年)
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鋤
情
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.、情 報関係支出

情報通信支出

叢一 一______
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階 級

「家 計 調 査 年 報 」(総 務庁)に よ り作 成

(注)年 間 収 入額 の 低 い グル ー プか ら 第1(～307万 円),第H(307～

4正9万 円),第 皿(419～542万 円),第IV(542～719万 円),第V(719

万 円 ～)階 級 と区分 した もの で あ る。

第1-1-27図 情 報 通信 支 出 の推 移
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次いで伸び てい るのは 「はが き」で,構 成比 では1.6ポ イ ン トの上昇,

金額 では2,174円 の増加 となっている。 これは,家 計 におけ る郵便 関係

の支 出の構成 比がほ とんぼ横 ぽい であ る ことを考 える と,長 期的にみた

場合,家 庭におけ る郵便需要が徐 々に,は が きに シフ トしてい る ことを

示 している。 事業用 通信等 を含めた郵便全体 の利用構 造 で は,は が き

(第二種郵便物)か ら封書(第 一種郵便物)等 へ とシフ トしつつあ るの と

対照的 な動 きをみせ てい る。

通信費 の大半を占め る電話電報料 は,55年 以降,数 次にわた って遠距

離通話料 を中心に値下げが行われている。 この値下 げに もかかわ らず,

電話電報料の支出実額 は着実 に伸び てお り,最 近 の消費支 出に占め る割

合は1.8%で 一定 している。 この ことは,需 要 の価 格弾性値 が1を 上 回

っている ことを示唆 している。

オ.情 報通信支援財支 出

情報通信支援財支 出の推移は,第1-1-29図 の とお りであ る。

情報通信支援財支 出の大半を 占め る電気音響機器 等に対 す る支出は,

60年 を50年 と比較す る と,消 費支出が1.73倍 とな ってい るのに 対 し,

1.26倍 と低い伸 び となってい る。

中で も,ラ ジオ,テ レビジ ョン受像機,ス テ レオ機器,テ ープ レコー

ダに対す る支出は,低 下傾向にあ る。 これは,61年3月 の普及率が,ラ

ジオ カセ ットが74.2%,カ ラーテ レビジ ョン受像機が98.9%,ス テ レオ

機 器が60.5%(経 済企画庁 「消費動 向調査年報」に よる。た だ し,普 及

率は単身者世帯 を除いた普通世帯 を対 象 としている。)と 家庭へ の 普及

が進 んでいるためであ る。

一 方
,VTRに ついては,普 及途上にあ るため大 きな伸びを示 してい

る。

情報通信支援財支出を,年 間収入五分位階級別にみ ると,第1-1一
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26図 の とお りであ る。

第V階 級を第1階 級 と比較す る と,消 費支 出が2.4倍 となっているの

に対 し,情 報通信 支援財支 出は3.0倍 となっている。

情報通信支援財 支出の消費支 出に対す る構成比 はおおむ ね 一 定 で あ

る。 これは,情 報 通信支援財支 出は所得が高 くなる とこれ に応 じて支出

が増 えるものであ り,社 会全体 の生活水準 の向上,生 活様 式の高度化等

の影響を受け るためである。

カ.情 報関係支 出の今後 の見 通 し

二訊一メデ ィアの出現等 に よって,家 庭 を取 り巻 く情報 通信は大 き く

変化 してい る。 こ うした 中で,家 計 におけ る情報 関係支 出 も大 き く変化

す る可能 性がある。 ニ ュー メデ ィアの中核 をなす電 話網の デ ィジタル化

や衛星放送の受信 等は家庭段階では余 り進んでいないが,将 来的 には,

これ らニューメデ ィアの進展に よ り,多 種多様 な情報通信 の利用形態 が

生 じ,全 く新 しい利用の仕方が開拓 され る可能性が あるか らである。そ

れに よって,情 報 関係支出におけ る費 目の性 格,家 計 におけ る位 置付け

も変化す ると考 え られ る。

(3)経 済 の情報 化

ここでは,産 業連関 の手法 を用 い,55年 の産 業連 関表及び58年 の延長

産業連関表等を基に,我 が国 の情報化 を経済的側面か らとらえ るこ とと

す る。

ア.情 報 通信経 済の構 造

情報通信経済の構造は,第1-1-30図 の とお りで ある。

これは産業連関表 の 内生部門 を,情 報通信部門,情 報通信支援財部

門,非 情報 通信 関係部門 の3部 門 に分け,こ の うち情報通信支援財部 門

及び非 情報通信 関係部 門におけ る組織 内情報通信部門 を特 に独立 した部

門 として取 り上げた。
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情報通信の視点からみた経済構造

情報通信部 門は,情 報を提 供 し,又 は情報 を伝達す ることを業 として

行い,そ のサ ー ビスを市場に提供 している部 門であ る。情報の提 供は,

情報 の創造,収 集,分 析,加 工,処 理 とい うプ ロセスを含むが,情 報 の

市場 への提供 とい う形 に収れ んされ る。

情報通信支援財部 門は,広 い意味で情報通信部門に含 まれ る。 ここで

は,情 報通信部 門及び組織 内情報通信部 門が生産活動を行 うときに必要

とす る物財 を生産す る部門であ り,直 接情報通信サ ービスを生産す るの

に必要 とされ る財生産部門を情報通信支援財部門 とす ることとした。
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第1-1-31表 情報通信部門及び情報通信支援財部門
一

情 報 通 信 部 門 情 報 通 信 支 援 財 部 門

1 新 聞
1

2 印 刷

3 出 版
2

4 不 動 産 仲 介 業

5 郵 便 3 印 刷 ・製 本 ・紙 加 工 機 械

6 国 内 電 信 電 話 4 事 務 用 機 械

7 国 際 電 信 電 話
5
電 気 音 響 機 器

ラ ジ オ ・テ レ ビ 受 信 機8 そ の 他 の 通 信 サ ー ビ ス

9 学 校 教 育 ・研 究
社 会 教 育 ・そ の 他 の 教 育

6 電 子 計 算 機 ・同 付 属 装 置

7 そ の 他 の 電 子 応 用 装 置
10 学 術 研 究 機 関

8 電 子 管
11 広 告

9 半 導 体 素 子 ・集 積 回 路
正2 調 査 ・デ ー タ処 理 ・計 算 サ ー ビス

10 電気通信機械及び 関連機 器
13 情 報 提 供 サ ー ビ ス

ll 電 気 計 測 器
14 法 務 ・財 務 ・会 計 サ ー ビ ス

12 電 線 ・ ケ ー ブ ル
15 土 木 建 築 サ ー ビ ス

13 精 密 機 械
16 そ の 他 の対 事 業 所 サ ー ビ ス

14 光 学 機 械
17 写 真 業

15 時 計
18 映 画 制 作 ・ 配 給 業
興 行 団

16 楽 器筆
記 具

19 映 画 館
劇 場 ・ 興 行 場 17 電 信 電 話 施 設 建 設

20 放 送 18 電子計算機 ・同付属装置賃貸業
業務用物品(除 電算機等)賃 貸業

21 そ の 他 公 共 サ ー ビ ス 19 事 務 用 品
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非情報通信関係部門は,情 報 通信部門及び情報通信支援財部門を除 く

すべ ての内生部門で ある。

組織 内情報通信部門は,情 報通信支援財部門及び非情報通信関係部 門

内にあ って,組 織内に情報を提 供する部門であ り,市 場に情報を提供 し

ない点 におい て情報通信部門 と区別 され る。 ここでは,以 上 の区分に従

い,情 報 通信部門及び情報通信支援財部 門を第1-1-31表 の とお りと

した。

イ.部 門別粗付加価値額 の推移

部門別粗付加価値額(注)1の 推移は,第1-1-32表 の とお りであ る。

情報 通信 関係部 門(情 報通信部門,情 報通信支援財部門及び組織内情

報通信部 門の合計)の 粗付加価値総額 に 占める割合は,55年 の34.31%

か ら60年 の41.55%へ と7.24ポ イン ト上昇 してい る。部 門 ごとにみ る

と,情 報通信部 門は10.68%か ら11.97%へ と1.29ポ イン ト,情 報通信

支援財部門は2.65%か ら4.01%へ と1.36ポ イ ン ト,組 織内情報通信部

門は20.98%か ら25.57%へ と4.59ポ イ ン トそれ ぞれ上昇 している。

年平 均伸び率は,非 情報通信関係部門が2.72%と 粗付加価値総額の

5.15%を 大 きく下回 ってい る。それに対 し,情 報通信部門は7.57%,情

報通信支援財部門は14.27%,組 織 内情報通信部 門は9.39%と 粗付加価

値総額 の伸び を大 き く上回 り,情 報化の急速 な進展を粗付 加価値 の面か

らも裏付けている。

また,組 織 内の情報 通信活動の ウェイ トの高 さは,こ の分野が情報の

経済化 の中核を なす ものであ ることを示 している。 これは生産,販 売等

の企業 の最終需要を生み出す過 程において,新 製品の研究 開発,マ ーケ

ット ・リサ ーチ等の情報 の創造,収 集 あるいは各種の意 思決定支援のた

めの活動 が経済活動において相当高い ウェイ トを有 してい ることを意味

す る もの と言 えよ う。
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第1-1-32表 部門別粗付加価値額の推移

(単 位:lO億 円)

区 別 年 粗付加価値額 全体に占める割合 年平均伸び率

情

報

通

信

関

係

部

門

情報通信部門

情報通信支援財
部門

組織内情報通
信部門

小 計

非情報通信関係部門

粗 付加 価値 総 額

55

58

60

55

58

60

55

58

60

55

58

60

55

58

60

55

58

60

26,724

32,726

38,497

6,617

9,338

12,893

52,482

74,401

82,204

85,823

II6,465

133,594

164,304

172,437

187,917

250,127

288,902

321,511

(%)
10.68

11.33

ll.97

2.65

3.23

4。01

20.98

25.75

25,57

34。31

40.31

41.55

65.69

59.69

58.45

100.00

100.OO

100.00

(%)

7.57

14.27

9.39

9.25

2.72

5.15

(注)55年 は 「昭和55年産業連関表」(行政管理庁),58年 は 「延長産業連関表」(通

商産業省)を 使用し,60年 はそれを基に推計した。

情報通信部門や情報通信支援 財部門は,こ の組織 内情報 通信部門 の活

動 を効率的 に行 うために,あ るいはそ の肩代わ りとして発展 して いるこ

とを示唆 している。

ウ.主 要産業 の情報化係数



第1-1-33図 主要産業の情報化係数
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主要産業の情報 化係数(注)2は,第1-1-33図 の とお りであ る。

情報化係数 とは,あ る産業が製 品1単 位を生産す る時,総 費用 の うち

どれ位の割合が情報 関連費用 であるかを示す指標であ る。

55年 の情報化係数は,情 報通信部門全体が62.6%,情 報通信支援財部

門全体が35.1%,非 情報 通信関係部門全体が14.9%で あ る。その 内容を

み ると,情 報通信 部門では,郵 便,教 育,研 究 の労働投入比率が高 く,労

働集約性の高 さを示 している。 国内電話では,資 本投入比率が相対的に

高 くな ってお り,電 気通信事業 の資本集約性 の高 さを裏付け てい る。

非情報通信関係部 門の中では,金 融,保 険の情報 化係数が高 くなって

い るが,こ れは業務のオ ンライ ン化や,調 査,審 査,保 険引受等 とい っ

た組織内情報活動 が この分野 で極め て活発であ ることを示 してい る。

(注)1粗 付加価値の算出方法

情報通信部門の粗付加価値は,産 業連関表から直接算出する。組織内情報

通信部門の粗付加価値は,定 義により,情 報労働の賃金及び情報資本の減価

償却費で構成されている。

情報労働の賃金は,産 業別一職業別賃金行列から情報労働の分だけを分離

することによって得 られる(Wl,WD。

情報資本の減価償却費は,産 業別の情報化係数(後 述)を 用いて,産 業連

関表の産業別減価償却費を配分して得られる(Dl,DD。 組織内情報通 信

部門の粗付加価値は,そ れぞれ(Wl+Dl),(W{+DDと なる。

(注)2情 報化係数

情報化係数とは,あ る産業が製品1単 位を生産する時,総 費用のうちどれ

位の割合が情報関連費用であるかを示す指標である。費用は,大 きく①情報

通信関連中間財費用(電 気通信,広 告費等),② 情報労働費用(情 報職業に分

類された雇用者の賃金),③ 情報資本費用(コ ンピュータ,OA機 器等 の 減

価償却費)の 三つに分けることができる。
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ここで,③ を直接算出する資料が ないため,①,② を使 って一 次推計を行

い,そ の推計値を用いて③を求 める。

一雄 計雌 通信関連響 響+響 通信労獺 用一H

③情報資本費用=H× 減価償却費

離 化係数一①繕 走③

情報通信経済からみた産業連関表

ISM IS-2 IS N-2 N C 1 G E M X

ISM κ11 κ12 0 工L4 0 C1 11 G1 E且 Ml X1

IS-2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 X2

IS κ31 κ32 κ33 κ34 κ35 C3 13 G3 E3 M3 X3

N-2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 X4

N κ51 κ52 κ53 κ54 κ55 C5 15 G5 E5 M5 X5

賃 金
情 報 wl wl 0 嘱 0

園 ・対角行・

非情報 0 0 w腎 0 w}

減価償却
情 報 Dl Dl 0 Dl 0

非情報 0 0 D穿 0 D望

その他付加価値 Vl 0 V3 0 V5

総 投 入 Xl X2 X3 X4 X5

ISMl情 報通信部門C:民 聞消費

IS-2:情 報通信支援財部門の組織1:資 本形成

内情報通信部門G:政 府支出

IS:情 報通信支援財部門E:輸 出

N-2:非 情報通信関係部門の組織M:輸 入

内情報通信部門X:総 産出

N:非 情報通信関係部門

(4)ネ ッ トワー ク化 指標

こ こで は,デ ー タ通 信 の ネ ッ トワー ク化 の 進 展度 合 い を,ネ ッ トワー

ク化指 標等 と してみ る。

デ ー タ通信 の ネ ッ トワー ク化指 標 は,ネ ッ トワー ク化 につ い て,普 及

率,業 務 処 理 率,ネ ッ トワー ク情 報量,対 外 接 続 度 及 び端 末 装 備 率 の五
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第1-1-34図 ネ ッワーク化指標

巳
、 」 テfノ

A 普 及 率
全国の事業所のうち,何%の 事業所が

ネッ トワー クを利用 しているか

B 業 務 処 理 率 事業所の業務のうち,何%の 業務量が
ネッ トワー クにより処理 されているか

C ネ ッ トワー ク情報量 1事 業所当たりの回線容量

D 対 外 接 続 度 1業 務当たりの接続相手企業数

E 端 末 装 備 率 従業員(常勤)1人 当たりの端末台数

つ の面か ら把握 した ものである。

普及率は,ど れ だけの経済主体が データ通信 のネ ットワー クを利用 し

てい るかを示 す指標 である。 また,業 務処理率及び対 外接続度は,利 用

面の進展度を示す指標 であ り,ネ ッ トワー ク情報量及 び端末 装備率は,

設備面の進展度を示す指標 である。

ネ ッ トワー ク化指標の体系及び現状は,第1-1-34図 の とお りであ

る。

これ に よれ ぽ,何 らかの業務で データ通信の ネ ッ トワークを利用 して

いる事業所は,全 事業所の9.00%で あ る。 また,そ の利用事業所で取 り
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第1-1-35図 業種別ネ ットワーク化進展度状況
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扱 ってい る業務の うち,デ ータ通信 のネ ットワー クで処理 され てい る業

務量の割合は,11.68%で あ る。 さ ら に,そ の利用事業所 の1事 業所 当

た りの平均回線 容量は,105kb/sで ある。

デー タ通信 のネ ットワー ク化指標の うち,利 用面の代表的指標 であ る

業務処理率 と,設 備面 の代表的指標で あるネ ッ トワーク情報量(共 に普

及率を乗 じた もの)に よ り,業 種別に ネ ッ トワーク化の 進 展度 を み る

と,第1-1-35図 の とお りであ る。 これに よれぽ,ネ ッ トワーク化が

最 も進展 してい るのは,金 融 ・保険業であ り,商 社 ・卸業 が これに続い

てい る。 また,運 輸業は設備面で,製 造業は利用面 で進 んでい る。 さら

に,業 種に よって大 きな格差が生 じている ことが分か る。

また,デ ータ通信のネ ッ トワークの地域的広が りを,端 末 の設 置状況

か らみ ると,第1-1-36図 の とお りであ り,ネ ッ トワー ク化 の地域 間

格差が生 じてい ることが分か る。

100

80

60

40

20

第1-1-36図 地域別端末設置状況

(61年1月 ～2月 調査)

(東京=loo)

0
東京 近畿 東海 関東 九州 中国 東北 北海道 四国 北陸 信越 沖縄

ネットワーク化推進懇談会調査による。

(注)L信 越は長野県及び新潟県,東 海は愛知県,静 岡県,岐 阜県

及び三重県,北 陸は石川県,富 山県及び福井県である。

2.関 東は山梨県を含む。
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第2節 通信政策及び通信サービス

1通 信高度化のために

(1)電 気通信の研究開発と地域高度化の促進のための環境整備

21世 紀に向けて我が国は,情 報化,国 際化,技 術革新(ハ イテク化)

等の大 きな潮流に対応し,国 民生活の一層の充実,産 業構造の転換 ・高

度化等を図っていく心要がある。こうした ことから,民 間事業者の資金

的 ・経営的能力を活用 して 各種の基盤的施設の整備を図るため,「 民間

事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」

(以下 「民活法」 という。)が第104国 会で成立し,61年5月30日 に公布

・施行された。

当該民活法は,郵 政省のほか,国 際会議場 ・見本市場,港 湾業務ビル

等の整備のため,通 商産業省,運 輸省及び建設省の共管である。郵政省

においては,民 間事業者の能力を活用 し,電 気通信の研究開発 と地域の

情報化の促進の基盤 となる施設の整備を行うこととしている。

郵政省関係の民活法対象施設は,① 電気通信分野の研究開発のすそ野

を人的,面 的に拡大 してい くための中核施設である電気通信研究開発促

進施設(2号 施設)及 び②地域において電気通信の高度化の基盤を形成

しその普及促進を促すための拠点施設 で あ る電気通信高度化基盤施設

(4号 施設:テ レコムプラザ)で ある。

民活法及び関係政令の施行を受けて,郵 政大臣及び建設大臣は,上 記

の対象施設について民間事業者の能力を活用 して,そ の整備を推進する

に当たってのガイ ドラインとして,電 気通信研究開発促進施設について

は6月30日 に,ま た,電 気通信高度化基盤施設については7月31日 に,
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それぞれ基本指針を策定 し,公 表 した。

今後,具 体的 プロジ ェク トに対 して民活法に よる税制等 の優遇措置 を

講ず るため,整 備計画の認定 を行 うこととなるが,各 地域 におけ る民活

プロジ ェク トの多 くはいまだ構想段階 にあ り.そ の具体化を 円滑 に推進

す るための環境整 備を図る必要 がある。

(2)地 域 の高度 情報化の推進

ア.「 テ レトピア1構 想か ら計画へ

郵政 省が推進 している未来型 コ ミュニケーシ ョンモデル都市構想(テ

レ トピア構 想)は,地 域振興におけ る通信の重要性を踏 まえ,モ デル都

市に様 々な 二凸一 メデ ィアを導入 し,全 国的普及の拠点 とす る と と も

に,そ の実用的運用 を通 じて地域社会に及ぼす効果や影響,問 題点 の把

握等 を行い,地 域社会 の高度情報社会への円滑な移行を図 るこ とを 目的

とした総合 的施策 である。

① モデル都市 の指定

60年 度 においては,モ デル都市の第1次 指定の追加及び第2次 指定

が行われ た。

第1次 指定につ いては,基 本計画が提出 された全国52地 域 の うち20

地域 を59年 度に 「テ レ トピア指 定地 域」 として指 定 したが,60年10月

及び11月 に14地 域を追加指定 した ところであ る。

また,こ れに続 く第2次 指定については,全 国43地 域か ら希望が出

されたが,そ の後提出 された基本 計画(29地 域)を 指定基準 に基 づ き精

査 し,61年3月 に19地 域を 「テ レ トピア指定地域」 として指定 した。

なお,10地 域 については,基 本計 画の内容,推 進体制の確立等 の点

で,一 層の充実 ・強化 を図 る必要性が認め られ る た め,「 テ レ トピァ

整備推進地域」 としたが,今 後の各地域の整備状況を考慮 し,指 定地

域 としてい く予定であ る。
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② モデル都市構築の推進状 況

テ レ トピア指定 地域 のモデル都市では,各 地域 の特性 に応 じて,目

標 とす るテーマやテ レ トピアタイプを設定 し,様 々な 二一一 メデ ィア

を活用 した高度な情報通 信 システ ムの構築を進めている。

53の 指定地域で導入が予定 され ているシステ ム数は,224シ ステ ム

と多数にな ってい る。 これ らは,現 在,各 地域で構築 が進め られてお

り,64年 度 までには,そ の大部分が運用を開始す る予定 であ る。61年

3月 末現在では,こ の うち29シ ステ ム(部 分運用 を含む。)が 稼働 し

てい る。

また,こ れ らの システ ムの構築 ・運用を行 う事業主体 は,地 方公共

団体(25%),第 三セ クター(29%),民 間企業(18%),そ の他組合

(17%),未 定(11%)と なってお り,第 三 セ クターでは,61年8月 末

で21法 人が設立 されてい る。

イ.電 気通信高度化基盤 施設(テ レコムプラザ)の 整備 促進

テ レコムプラザは,地 域 におい て高度な電気通信 システムを運用す る

ための センター機能 を備え,か つ,地 域の住民,企 業等が.最 新 の電気

通信 システ ムを実際 に体験 し,活 用す るための 「場 」 として電気通信の

利用促進機能 を併せ 備えた複合型施設であ り,地 域 において電気通信 の

高度で多様 な利用 の拡大,定 着を促進す るための拠 点施設 である。 さら

に,当 該施設 は,地 域 コ ミュニテ ィの形成,既 成市街地 の活性化,都 市

機能の分散等 の地域 開発を進め るに当た って,当 該地域 の情報通信基盤

整備の中核 とな り,市 民生活及び企業活動等 の活 性化 に大 きく寄与す る

もので ある。

(3)技 術開発推進 体制 の整備

ア,基 盤技術研究 促進 セ ンターの設 立 と出融 資業務 の開始

基盤技術研究促進 センターは,基 盤技術研究円滑化法 に基づ き,民 間
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において行われ る基盤技術 に関す る試験研究 の促進機関 として,60年10

月1日 に設 立 された。

同セ ンターの主要事業 は,民 間にお いて行 われ る基盤技 術に係 る試験

研 究に対 し,出 資及び貸付け を行 うもので,そ の条 件の概要 は第1-2

-1表 及び第1-2-2表 の とお りである。

60年 度 における基盤技術 の試験研究 に対す る出資は,合 計25件20億 円

で,う ち電気通信関係 は14件10億 円 と報道発表 され た。電気通信 関係の

出資 先の例 としては,(株)エ イ ・テ ィー ・アール通信 システ ム研 究所,

第1-2-1表 基盤技術研究促進センターからの出資条件

出 資 の 相 手 方 出 資 比 率 帥 資の方法

基盤技術に関する次の試験研究を行 う

ことを主たる目的 として2以 上の企業

等が出資する法人

① 基礎研究又は応用研究段階から実

施する試験研究

② テレトピア構想,ニ ューメディア

コミュニティ構想の推進のために行

う試験研究

試験研究に必 要 な資 金

(土地取得 ・造成費を除

く。)のうち次の割合を限

度とする。

①については7割

②については5割

株式取得の方

法による。

第1-2-2表 基盤技術研究促進センターからの貸付条件

貸付の相手方

主として応用研

究段階から実施

する基盤技術に

関する試験研究

を行う者

貸付比率

貸付対象

経費の

7割 を限

度とする。

据置期間及
び償還期限

・据置期間

原則5年

以内

・償還期限

据置期間

経過後

10年以内

貸 付 利 率

・据置期間中無利子

・据置期間経過後の

償還期間中

(貸付契約時の資金

運用部貸付金利)

×(試験研究の成

功割合)

成功報酬

試験研究
の成功度

に応じて

算出され

る額
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(株)エ イ ・テ ィー ・ア ール自動翻訳電話研究所,(株)エ イ ・テ ィー ・ア

ール視聴覚機構研究所,(株)エ イ ・テ ィー ・ア ール光電波通信研究所や

テ レ トピア推進法人等がある(第1-2-3表 参照)。 また,基 盤技術

の試験研究 を行 う企業等に対す る融資は,合 計60件20億 円で,う ち電気

通信 関係 は26件10億 円 と報道発表 された。

イ.国 際電気通信基礎技術研究所の設 立

電気通信分野 の基礎的,創 造的研究の推進に よ り,我 が国の自主技術

の蓄積 と研究 開発面 での国際的貢献を行 うため,内 外に開かれた電気通

信 の基礎技術を研究す る研究所 の設立構想が生 まれた。

この構想について,産 業界,学 会を中心に検討が行われた結果,総 合

的に研究推進事業を行 うとともに基礎的研究を支援す る 「(株)国 際電気

通信基礎技術研究所(ATRイ ンタ ーナシ ョナル)」 が61年3月22日 に設

立 され た。

同研究所は,既 に大阪市で基礎的研究を行 う第1-2-3表 に掲 げる

四つの会社 を支援す るな ど暫 定的に活動 を行 ってい るが,64年 度には現

第1-2-3表 基盤技術研究促進センターから出資を受けた電気

通信に関する研究開発会社の例(単 位:百 万円)

テ ー マ 名

視聴覚機構の人間科学的研究

自動翻訳電話の基礎研究

知的通信システムの基礎研究

光電 波通 信 の基 礎研 究

会 社 名

㈱ エ イ ・テ ィ ・ア ール
視 聴 覚 機 構 研 究所

㈱ エ イ ・テ ィ ・ア ール

自動 翻 訳 電 話 研 究 所

ル【
所
ア
究
・
研
イ
ム

テ

テ
・
ス

イ

シ
ェ
信

㈱

通

㈱ エ イ ・テ ィ ・ア ール

光 電 波 通 信 研 究 所

資本金(う ちセン
ター分/比 率)

186
(130/70%)

300
(210/70%)

157
(110/70%)

150
(105/70%)

設 立
年月日

61.4.26

61.4.26

61,4。26

61.4.26

(注)資 本金は,61年4月26日(各 会社の設立時)現 在の数値である。
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在建設が進 められ ている関西文化学術研究都市 内に移 り,そ の中核施設

となる ことが期待 され ている。

ウ.電 気通信研究開発促進施設

民活法の対象であ る電気通信研究開発促進施設は,地 域におけ る電気

通信技術に関す る研究交流を促進す ると ともに研究 開発 の効率化 ・経済

化を 図 り,研 究開発の人的 ・面的すそ野を拡大す るため,電 気通信技術

に関す る研 究開発 を行 う者が広 く利用で きる施設 として,研 究 開発施設

と会議場 ・研修施設 その他 の共 同利用 施設 とが一 体的に設置 され る もの

であ る。 当該施設 は,全 国各地 に整備 され ることが期待 され てお り,具

体的 な候補 としては,国 際電気通信基礎 技術研究所があ る。

(4)新 しい電気通信 システムの開発

電 気通信技術 の発展,利 用者 ニーズの高度 化 ・多 様化,電 気通信事業

法(以 下 「事業法 」 とい う。)等 の施 行に よる競争 原理の導入及 び 端末

設 備の 自由化に伴 い,イ ンテ リジェン ト化 ・複合化 した端末機器や,高

度な通信処理機能 を有す るネ ットワー ク等 の開発 が進め られてい る。

こうした ことか ら,郵 政省 では,電 気通信 の高度化 を図 るため,高 度

情報社会 において必要 となる電気通信 システ ムにつ いて,推 奨通信方式

の制定等 を通 じて,そ の開発を推進 している。

ア.電 子 メール通信

電子 メール通信は,通 信網の蓄積 ・転送機能を利用 して,デ ー タ,文

書,画 像等 の メッセージ情報 を伝達 す るものであ り,今 後 の普及が期待

され ている。60年10月 には,電 気通信技術審議会にお いて,CCITT(国

際電信 電話諮問委 員会)の メ ッセージ通信 システム(MHS)勧 告 を ベ

ースにパ ソコン用電子 メ・一ル通信 プロ トコルが取 りま とめ られ ,60年11

月 か らNTTに より実験サ ービスが実施 され てい る。

イ.フ ァクシ ミリG4機
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現在,ア ナ ログ電話網 を利用す るG3機 が広 く普及 しているが,デ ィ

ジタル網を利用 し,よ り高速かつ高品質の ファクシ ミリ通信を実現す る

G4機 について,郵 政 省は,60年3月 に推奨通信方式 を告示 した。60年

12月 には,G4機 の相 互接続試験が実施 され,参 加13社 の装置が相互に

通信可能であ ることが確認 された。 これに伴 い.今 後G4機 の実用化,

普及 が進展す る もの と期待 され る。

ウ.ホ ー ムバス

家庭の分野において も,ニ ューメデ ィアや ホームオ ー トメーシ ョン等

の利用が進展 している。家庭 内情報通信路(ホ ームバス)は,電 話,放

送,CATV等 の各種通信 メデ ィアと家庭 内の情報通信機器を 自由 に 接

続 できるものであ り,家 庭 の情報化を円滑に進 めてい く上で,有 効な手

段になる もの と期待 され る。 こうした こ とか ら,57年 度か ら 「家庭にお

け る情報化に関す る調査研 究会」 が開催 され,ホ ー ムバスの標準化に関

す る検討 が行われ てきたが,61年3月 に ホームバス仕様 の標準案が取 り

ま とめ られた。

エ.自 動翻 訳電話 システムの開発

我が国におけ る言語 の孤立性を克服 し,よ り円滑な国際通信を実現す

るための 自動翻訳電話 システムの構築に当たっては,音 声認識 機械翻

訳,音 声合成等の要 素技術 や これ らを支 え る基礎的技術 としての コ ミ凶

ニケーシ ョンサ イエ ンス,知 識処理技術等の研究 ・開発が必要 とな る。

郵政 省では,60年6月 に 自動翻訳電話 システ ム開発 マスタープランを

取 りまとめた。

なお,61年4月 に基盤i技術研究促進 セ ンター及び民間企業 の共 同出資

に より,(株)エ イ ・テ ィ ・アール自動翻訳電話研究所が設立 され,自

動翻訳電話 システ ム開発 のための基礎技 術の研究が始め られた。

オ.ニ ューメデ ィア間イ ンタフェース技 術の開発
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高 度情報社会におけ る情報資源 として重要性が高 まっているデー タベ

ースの普及 を更に促進 させ るた めには,従 来 のア クセス手段であ る電話

網等 に よる利用に加 えて,新 た な通信 メデ ィアであ る ビデオテ ックス・

双方 向CATV等 に よる利用を可能 とす るデー タベース ・マルチア クセ

ス技術 の開発 が不可欠 である。

郵政 省は,こ のよ うな観点か ら,59年 度 より3か 年計 画で,デ ータベ

ース と二一一 メデ ィアの融合化技術 の開発調査 を行 っている。今後更に

開発 を推進すべ き技術 として,① 双方 向CATV端 末か ら外部デ ータベ

ースの利用 を可能 とす るCATV高 度化技術 及びゲ ー トウ ェイ技術,②

異な るデータベースの検索方式 を 自動 的に変 換す るデ ータベ ース ・オー

トク リア リング技 術があ る。

(5)BS-2bの 打上げ等

ア.BS-2bの 打上げ

61年2月12日,放 送 衛星2号 一b(BS-2b)が,種 子 島宇宙 セ ンターか

ら打 ち上げ られた。

3月2日 に暫定的な静止衛星軌道であ る東経117度 に投入 され,同 月

17日 か ら搭載機器の初期機能確認試験を実施 した。

そ の後,4月23日 に最終的な静止衛星軌道 であ る東経110度 へ 向けて

移動 を開始 し,5月22日 に,当 該軌道 位置に静止 した。 引き続 き当該軌

道 におけ る所要 の機能確認試験が実施 され,7月11日 を もって宇宙 開発

事業 団か ら通信 ・放送衛星機i構iを経由 して60%Fの 持分がNHKに 引 き渡

され るとともに,宇 宙開発事業団 の40%の 持分が通信 ・放送衛星機構に

よ りNHKの 利用 に供 され ている。

BS-2bは,59年1月23日 に打ち上げ られた放送衛星2号 一a(BS-2a)

の予備機であ るが,BS-2aの 中継器等 に故 障が発生 した ことか ら,故

障の原因究明を行 い対策を施 した上,当 初 の予定を半年延期 して打 ち上
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げ られた ものである。

今後,BS-2a及 びBS-2bを 利用 し て,テ レビジ ョン2チ ャンネル

の試験放送を行 うとともに,高 精細度テ レビジ ョン(HDTV)放 送,高

品質音声放送(PCM音 声放送),静 止画放送等 の新 しい放送 サービスの

技術開発を行 うことが計画 され ている。

イ.BS-3計 画 の実施に関す る協定 ・契約

60年10月7日,NHK,日 本衛星 放送(株),通 信 ・放送衛星機構 及び

宇宙開発事業団は,放 送衛星3号(BS-3)計 画の実施に関す る協定 ・

BS-2bの 打 上 げ
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契約を締結 した。

この協定 ・契約では,次 の とお りの事項等 が決め られ てい る。

①BS-3a及 びBS-3bの 打上げ予定 時期をそれ ぞれ65年 度 夏期 及び

66年 度 夏期 とす る こと

②NHK,日 本衛星放送(株)は,BS-3の 打上 げ等 を通信 ・放送 衛星

機 構に委託 し,定 常段階 におい てBS-3を 利用す る こと,通 信 ・放送

衛星機 構はBS-3の 打上 げ等を宇宙開発事業 団に再委託 し定常段 階に

おいてBS-3の 位置,姿 勢等の制御を行 うこと及び宇宙 開発事業 団は

自らの開発の必要に基 づ き,か つ,通 信 ・放送衛星機構 の 委託 を 受

け,BS-3の 設計,製 作,打 上 げ及び初期段階におけ る追跡管制等 を

行 うこ と

③ 設 計,製 作,打 上 げ等 に関す る必要経費は,宇 宙開発事業 団35%,

通信 ・放送 衛星機構65%(NHK65%の3分 の2,日 本衛星 放送(株)

65%の3分 の1)の 割合 で負担す る こと

(6)電 気通信分野の 日米MOSS協 議の決着

60年 初頭 の 日米首脳会談 の結果を受けて,電 気通信,エ レク トロニ ク

ス等4分 野 を対象 と し て,日 米政府間のMOSS(市 場指向 ・分野選択

型)協 議 が,60年1月 に開始 された。電気通信 分野においては,当 初,

同年4月1日 か ら施行 され る事業法の具体的運用 に係 る事項(電 気通信

端末機器 の基準 ・認証制度の簡素化,第 二種電気通信 事業 の参入手続の

簡素化,基 準策定過程の透明性の確保等)を 中心 として話合いが行われ

た。 この結果,こ れ らの問題 については,同 年4月 までに基本的な解決

に達 した。

そ の後,60年6月 の 日米MOSS協 議電気 通信分 野会 合において,米

国側か ら無線通信機器 の基準 ・認証制度,無 線局 の免許手 続等 について

関心が示 され,以 後,無 線通信 に係 る問題 を中心 に話合いが行われて き
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た。 この結果,61年1月 には,無 線機器及びサ ービスの分野 の市場開放

措置について も,専 門家 レベルで合意が得 られた。

こ うした成果 を受け,61年1月8日 に米国 ワシン トンD.C.で 開催

されたMOSS協 議 を踏 まえて,同 月10日 に安倍外務大臣 とシ_ル ツ国

務長官に よって発表 されたMOSS協 議に関す る 日米共同報告では,電

気通信分野について,rMOSS電 気通信分野におけ る努力は,日 本の電

気通信端末機器及び電気通信サ ービス市場並 びに無線通信機器及びサ ー

ビス市場 の自由化を 目的 として,協 議 の過程で提起 されたすべての問題

を実質的 に解決 し,著 しい成功を収めた」 と評価 してい る。 こ れ に よ

り,約1年 間にわた って続け られた電気通信分野のMOSS協 議は実質

的に決着 した。 これ以降,電 気通信分野 のMOSS協 議は フォローア ッ

プの段階に入 り,61年8月 に開催 され たMOSS電 気 通信分野 フォロー

ア ップ会 合において,こ れ までのMOSS協 議 の合意事項 が着実に実施

されてい ることを確認 し,今 後 とも 日米間で情報交換を続けてい くこと

となった。

(7)国 際協力推進体制 の整 備

通信分野 におけ る開発途上 国か らの国際協力要請 は,質 的,量 的に拡

大 してお り,郵 政省 としては,効 果的かつ効率的な協 力を推進 してい る

ところである。 さらに,今 後,そ の実効を挙 げ る た め,61年7月 か ら

「開発途上 国に対す る電気通信分野 の国際協力に関す る研究会」を開催

し,電 気 通信分野におけ る国際協 力の中長期的指針の策定 に資す るため

の調査 ・研究を行 っている。

ア.ITU(国 際電気 通信連合)に おけ る電気通信開発 センター設立 の

動 き

ITUの 全権委員会議(ナ イ 冒ビ,1982年)の 決議に よ り設立 された

「電 気通信 の世界的発展 のための独立 国際委員会 」の勧告に基 づ き,ITU
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の第40会 期管理理 事会(1985年7月)は 「電気通信開発 センター」 の設

立を決定 した。同理事会 は,こ のセ ンターの設立 と運営について の監督

に当た るア ドバイザ リーボー ド(諮 問委員会)を 設け,同 ボー ドにお い

て センターの設立準 備が進め られ てい る。

我が国は,こ のセ ンターが開発途上国に対す る電気通信分野 の技術協

力を提供す る仕組 みを改善 ・強化 しよ うとす るもの であ るこ とか ら,郵

政省内に,国 内関 係機関で構成す る 「電気通信開発 セ ンター国内対策協

議会 」を設 置 し,総 合的な協力体制の確保を図 ってい る。

イ.APT(ア ジア ・太平洋電気通信共 同体)に 対す る協 力

我が国は,加 盟 国中最大の分担金拠 出国(政 府,NTT及 びKDDの

分担金を合計す る と,全 分担金 の42%)で あ るほか,事 務局次長 を派遣

す るな ど,APTに 対 し積極的に協力 して いる。

APTの 活動を支援す るため,我 が国は,「 線路 設備に関す る セ ミナ

ー1(60年7月) ,「 光 ファイバ ケーブル伝送 システ ムセ ミナ ー1(61年4

月)及 びrAPT研 究委員会」(60年10月)等 のAPTの 諸活動に も積

極的に参加 してい る。

ウ.開 発途上国 向けル ーラル電気通信 システ ムに関す る研究会

近年,開 発途上国のル ーラル地 域(農 村部)へ の電気通信 の導入に対

す る関心 は世界的に高 まってい る。我 が国 もこの分 野におけ る協力を重

要 と考え,59年3月 か ら2年 間にわた り研究会 を開催 した。同研究会に

おいては,ル ・一ラル電気通信 システ ムの導入方法,普 及方策等について

検討 して きた ところであ る。 さらに,廉 価で保守運 用に容易な システム

として,デ ィジタルMAS(MultipleAccessSystem)方 式 が 最適であ

ることを明 らかに し,そ の成果を報告書に取 りまとめた。

エ .国 際緊急援助体制 の整備

開発途上 国の大規模災害に対 し,広 範な分野での救援活動を行 う国際
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緊急援助隊の派遣体制が,60年12月,関 係14省 庁 の協力の下に,新 たに

発足,整 備 され ることとな った。

郵政省では,60年9月 の メキシ コ地震の際,国 際協 力事業団(JICA)

を通 じ,電 気通信専門家(被 害状況調査,災 害復旧)を 派遣 し,同 時に

派遣 された地震関係専門家等 とともに 内外か ら高い評価 を得た。 この経

験を生 か して,国 際緊急援助隊 への電気通信 ・放送専 門家 の派遣を積極

的に行 うこととし,61年3月,省 内に 関係機 関 との間の連絡会を設 置

し,協 力体制 の整備を行 った。

オ.中 国に対す る国際協力

中国の第7次5か 年計画(1986～90年)に おいては,通 信分野への投

資が重点施策 の一つ として位置付け られ てい る。我が国 も政府ベ ースに

よる積極的 な協力を行 ってい るほか,日 本国 内におけ るデ ィジタル化に

よ り使用計画 の終了 した クロスバ交換機を中国に移転す る協 力を実施 し

てい る。

また,61年6月 には,日 中間の電気通信等に関す る意見 交換を行 うた

め,中 国郵電部 の幹部を招 き,「 日中 フォーラム」を開催 した。

(8)越 境デ ータ流通問題

コンピュータに よって処理 され るデー タ の 越境デ ータ 流通(TDF:

TransborderDataFlows)は,近 年の企業活動の国際化,国 際 データ通

信サ ービスの進展等に よ り急速に拡大 している。特に,金 融関係等幾つ

か の産 業分野では,円 滑な企 業活動 のために欠 くことので きない要素 と

なってい る。一方,こ れ らのデ ータ流通がプライバ シー保護,通 信制度

等の各国の政策 の不調和に よって制約を受け るケースが生 じ て い る た

め,こ れ らのデータ流通を維持,促 進す るこ とが国際的な関心事 となっ

てい る。 これがいわ ゆるTDF問 題 である。

国際的 には,こ の問題に関 し てOECD(経 済協力開発機構)が 中心
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となって研究 を進め てきた。1985年4月 には閣僚理 事会 がrTDF宣 言」

を採択 し,国 際間 での自由なデ ータ流通の原則を確認 した。 この宣言に

は法的拘束 力はな いもの の,TDF問 題 に関す る国際的合意 としては初

めての ものであ り.そ の意義は大 きい。OECDで は,現 在,同 宣 言 の

具体化 に向け ての作業に入 ってい るが,先 進国間の こ うした 動 き に 加

え,開 発途上 国 も本問題に関心を寄せ始めてい る。

我が 国では,TDF問 題 が経済 の発展に大 きな影響を与 え,今 後 そ の

重要 性が一層増大 してい くと考 え られ ることか ら,本 問題 の分析 に積極

的 に取 り組 んで きた。TDF問 題は,各 国の情報通 信政策,先 端技術政

策等 とも深 くかかわ ってお り,今 後 とも総 合的に分析 ・検討 を進 めてい

く必要 がある。 また,各 国政策の調整を推進 してい く た め に,OECD

をは じめ とす る関係国際機関の活動に積極的に協力 ・貢献 してい くこと

が重要 であ る。 さらに,情 報 通信 システ ムの安全性 ・信頼 性の問題 につ

いて も自由なデ ータの流通にかかわ るもの として留意す る必要 があ る。

(9)税 制措置

61年 度 の電気通信関連税制につい ては,民 活法 の制定 に よ り,主 務大

臣 の認定を受けた整備計画に係 る特定施設に対 して,新 たな税制 措置の

ほか,第 一種電気通信事業者に対す る措置等 が講 じられた(第1-2-

4表 参照)。

(10)財 政投融資制度の拡充

ニュー メデ ィアに関す る財政投融資制度 は,59年 度に創設 され,逐 次

整 備が図 られて きたが,61年 度 においては,電 気通信分野へ の競争 原理

の導入,各 種 ニューメデ ィアの出現等,高 度情報社会への胎動に応 じ,

次の点について改善がな された。

① テ レビジ ョン文 字多重放送設備の整備,周 波数 の有効利用の促進及

び民間通信衛星に係 る地上設備(地 球局及び管制設備)の3項 目が融
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第1-2-4表61年 度の電気通信関連税制

区 分 税 制 措 置 の 概 要

民間活力導

入促進税制

第一種電気

通信事業者

に対する措

置

その他

(国税)

・特定施設を取得し,又 は建設し事業の用に供した場合は,当 該特定

施設(建 物及びその附属設備)の 取得価格の13%相 当額の特別償却

をすることができる。

(地方税)
・特定施設の用に供する家屋及びその敷地である土地に係る不動産取

得税,固 定資産税及び特別土地保有税についての課税標準の特例措

置等が講じられた。

・認定事業者の施設について,新 増設に係る事業所税を非課税とし,

また,事 業に係る事業所税のうち資産割の課税標準を5年 度間2分

の1控 除する。

・新規の第一種電気通信事業者が設置する電気通信回線設備に係る固

定資産税の課税標準を5年 度分2分 の1と する。

・新規の第一種電気通信事業者が建築主である施設について,新 増設

に係る事業所税は非課税とする。

・第一種電気通信事業者の既成市街地内の電気通信回線設備及び市外

通信幹線路の中継施設の用地のために土地を譲渡した場合,当 該事

業者による簡易証明により譲渡所得等の特別控除ができる。

・基盤技術研究開発促進税制の対象資産に,ミ リ波発振器,ミ リ波分

析装置,ミ リ波回路特性測定装置及びディジタル信号伝送誤 り率測

定装置が追加された。

・中小企業新技術体化投資促進税制の対象設備に,ポ ー リング装置が

追加 された。

資対象項 目に追加 された。

② 第二種電気通信事業用通信 システ ム及びテ レトピアについては,非

設備資金に対 して も融資対象範囲が拡大 された。

③ 第二種電気通信事業用通信 システ ム,衛 星通信地球局,周 波数 の有

効利用促進,い わ ゆるVAN,ビ デオテ ックス事業関連 システ ム及び

テ レ トピアについては,リ ース設備の購 入資金に対 して も融資対象範

囲が拡大 された。
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④ 安全 性 ・信頼性 の向上を図 るため,情 報通信 ネ ッ トワー ク登録規程

第3条 第1号 に規定す る基準を満 た した県域を越 える第二種電気通信

事業用通信 システ ム及びいわゆ るVANに 対 しては,最 優遇特利(61

年4月1日 現在6.05%)が 適用 され る こととな った。

2充 実する郵便サービス

(1)郵 便利用の現況

ア.郵 便物数の動向

60年 度におけ る総引受郵便物数 は,59年 度 に 比べ て5億9,000万 通

(個),3.5%増 加 して,171億9,000万 通(個)と 史上最高 となった(第

1-2-5図 参照)。

引受郵便物数の主な動 きをみ る と,内 国通常郵便物 の うち,第 一種郵

便物は,6.7%の 増加 と,こ こ数年来順調な伸びを持続 している。

第二種郵便物(年 賀 ・選挙郵便物を除 く。)は,0.6%減 と2年 連続 し

て減少 となった。

第三種郵便物 は5.4%,第 四種郵便物 は1.0%,書 留通常郵便物 は

2.2%,普 通速達郵便物等 は0.6%そ れ ぞれ増加 した。

内国小包郵便物は,民 間運送業者 の小型物 品送達 分野への進出等 もあ

って,そ の取扱数は55年 度以降減少 していたが,59年 度に5年 ぶ りに前

年度比増加に転 じ,60年 度において も対前年度比7。4%の 増加 とな った。

年賀郵便物は,9千 万通,3.0%増 加 して,31億1,800万 通(葉 書31億

400万 通,封 書1,400万 通)と 史上最高 とな った。

外国 あて郵便物は,通 常郵便物が0.1%,小 包郵 便物 が2.9%そ れぞ

れ増加 し,全 体 としては0.1%の 増加 と低 い伸 び とな った。

イ.郵 便の利用構造

郵便物が,だ れか らだれに,ど の ような内容(目 的)で 利用 され てい
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第1-2-5図 総引受郵便物数等の推移
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＼」 便物

5556

年度

るかを知 るため,48年 以降3年 ご とに 「郵 便利用構造調査」を実施 して

きてお り,60年9月 には第5回 目の調査を実施 した。

郵便物の約8割 を占める普通通常郵便物についてみ る と,次 の とお り

である。

(ア)私 人 ・事業所間交流状況

差 出人,受 取人をそれぞれ私人 と事業所 とに分け て,そ の交流状況を

み ると,第1-2-6表 の とお りである。

差 出割合は,事 業所が81.8%,私 人が18.2%と な ってお り,次 第に事

業所 の差 出割合が増加す る傾向にある。一方,受 取 割合は,私 人受取 り

が64.0%で あ るのに対 して,事 業所受取 りが36.0%と な ってお り,差 出
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第1-2-6表 郵便物の私人・事業所間交流状況

(単位:%)

割合 とは逆 に私人受取 りが多 い。

(イ)内 容別利用状況

郵便物の利用 内容(目 的)を み る と,第1-2-7図 の と お りで あ

る。

「金銭関係」(23.6%),「 ダイ レク トメール」(23・4%)の 占める割合

が大 きいのは,こ れ まで と同様 であ る が,今 回,「 金銭関係」が2.5ポ

イ ン ト低下 した のに対 して,「 ダイ レク トメ・一ル」が1・7ポ イ ン ト上 昇 し

たため,両 者 の差 がほ とん どな くなって きている。
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第1-2-7図 郵便 の 別利 状況

ウ.郵 便物の地域 間交流状況

全国各地 で差 し出 され た郵便物が,ど こあてに差 し出され てい るのか

を知 るため,48年 以来3年 ごとに 「あ て地別引受郵便物数調査」 を実施

してきてお り,60年6月 には第5回 目の調査を実施 した。 その調査結果

の概要は,次 の とお りである。

(ア)郵 便物のあて地 別割合

全国 の郵便局に差 し出 された郵便物全体についてみ ると,そ の60.0%

が差 し出 しの あった 同一の都道 府県(以 下 「府県」 とい う。)内 に あ て

られ てお り,そ の28.8%(全 体 に対 しては17.3%)が,差 し出 しのあっ
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第1-2-8図 自府県及び他府県あて郵便物の割合

(郵便物全体)

51年

54年

57年

60年

57.6%

39.3%

た郵便局区内で配達 され ている(第1-2-8図 参照)。

(イ)配 達郵 便物 の引受地割合

配達郵便物 の自府県以外 の引受地につい てみ る と,33の 府県で東京都

が第1位 となっている。 また,埼 玉県 と千葉県 では,自 県引受(そ れぞ

れ配達郵便物 の38。8%,39.2%)よ りも,東 京都 引受(同44.7%,45.6

%)の 方が多 くな ってい る。

(2)郵 便サー ビスの充実 ・強化

ア.輸 送 システム

59年2月,こ れ までの鉄道主体 の郵便輸送 システ ムを,郵 便の流れに

沿 って 自主的 にダイヤの組め る自動車主体 の システ ムに切 り替え,郵 便

輸送のス ピー ド化 と安定化 を図ったが,さ らに,多 様化 した ニーズ,取

り分けス ピー ド志 向の高 ま りに こたえる とともに,郵 便の効率的な輸送

を図 るため,自 動車 及び航 空機 に よる輸 送 システ ムの充 実 ・強化 を行 っ
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た。

これに よ り,全 種 別の郵 便物につい て,同 一 府県 あては翌 日配達,そ

の他の府県あては可能 な限 り翌 日配達,翌 日配達 が困難な地域について

も,一 部離島を除 き,翌 々 日配達体制が全国的に確立 された。

イ.集 配サ ービス

61年6月1日 か ら,次 の とお り郵便配達サ ービスの改善を行 った。

(郵便規則第85条 適用地 の改善)

特に交通 困難等 であるため,通 常の方法では郵便物を配達で きない地

域(郵 便規則第85条 適用地)を,道 路事情等地況 の実態に即 して見直 し,

配達エ リアの拡張 を図った(従 来の適 用世帯数約9,200世 帯,見 直 し後

の適用世帯数 約4,500世 帯)。

(速達取扱地域 の拡大)

速達取扱地域外世帯数は,全 国に約211万 世帯(全 国総 世帯数 の約5

%)存 在 していたが,こ の うち,前 記 の郵便規則第85条 適用地 を除 き,

全域 を速達取扱地域に拡大 した。 この結果,速 達取扱地域外世帯数は,

周年適用 とな るものが,約1,400世 帯,冬 期等一定 期間に限 り適用 とな

るものが約3,100世 帯 とな った。

ウ.窓 ロサ ービス

地域におけ るコ ミュニテ ィの拠点で もあ る郵政窓 口機関につい ては,

60年 度には無集配特定局122局,簡 易郵 便局63局 をそれぞれ必要性の高

い所に設置 した。 また,61年3月 には,駅,百 貨店,ス ーパ ーマ ーケ ッ

ト等 郵便需要 の高 い場所に郵便切手 ・はが き発売機12台 を設置 した。

59年7月 に開始 した郵便切手類販売所 におけ る郵便小包の取 次 ぎサ ー

ビスは,当 初全 国500か 所で スター トしたが,そ の後順 次拡大 し,現 在

では約5万 か所 の郵便切手類販売所 で実施 している。

さらに,61年7月 か ら,郵 便切手類販売所 におい て,小 包郵 便物包装
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第1-2-9図 電子郵便の取扱通数の推移

用 品(ゆ うパ ック)を 販 売 してい る。

エ.電 子郵 便サ ー ビス

電子郵便(レ タックス)は,送 達 の一部 に電気通信(フ ァクシ ミリに

よる通信)を 取 り入れ ることに よ り送達速度を大幅に 向上 させた新 しい

郵便サ ービス として,56年7月 に東京,大 阪,名 古屋 の3都 市間で開始

し,59年10月 には,全 国の主要局 に端末機 を設 置 してサ ービスネ ッ トワ

ー クを全国に拡大 した。

そ の後,更 に充実 したサー ビス とす るため,端 末機 設置局 の拡大 に よ

るネ ットワー クの強化 やポス トに よる引受け等 の施策を実施 して きた。

電子郵便の利用は順調に増加 し,60年 度にお いては前年度 の約4.6倍

に当た る287万 通 の利用が あった(第1-2-9図 参照)。

なお,61年7月 には,利 用 の簡便化を 図るた め,利 用者端 末か らの直
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接引受 けを実施 した ところであ る。

(3)郵 便制度 の弾 力化

61年4月 の法律改正に よ り,7月1日 に次 の とお り郵便サ ービスの改

善が行われた。

ア.普 通小包郵 便物 の損害賠償制度の創設

普通 小包郵 便物(書 籍小包郵便物を除 く。)の 全部又は一部 を亡失 し,

又は き損 した ときは,4,000円 を 限度 とす る実損額を賠償す る こととな

った。

イ.料 金受取人払 制度の改善

小包郵便物及び特殊取扱 とす る郵便物について も,料 金受取人払 とす

る ことがで きることとな った。

また,超 特急郵便物及び小包郵便物について,郵 便物の料金及び特殊

取扱の料金を受取 人が納付 してこれを受け取 ることにつ き,差 出人が当

該受取人の承認を得て,そ の者に あてて差 し出す ものは,料 金受取 人払

の取扱 い(い わゆ る 「料金着払」)が で きることとな った。

ウー料金後納に係 る担保を免除す る者 の拡大

料金後納に係 る担保を免 除す る者 に,「1か 月内におけ る 後納料金の

概 算額 が10万 円に満たない者 で,そ の料金を納付すべ き期 日までに納付

で きないおそれがない と認め られ た者」が加え られた。

エ.市 内特別郵便物の転送

市 内特別郵便物について も,転 送 の取扱いをす ることとな った。

オ.郵 便切手類販売所制度の改善

郵便切手類販売所 におい て,小 包郵便物包装用品(ゆ うパ ック)等 郵

便の利 用上必要 な物 につい ても販売で きることとなった。

(4)ニ ーズにこたえる小包郵便サービス

ア.好 調を続け るふ るさと小包
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ふ るさと小包は,全 国各地 の名産 品 ・特選品を郵便局が地元団体,農

協,漁 協,生 産業者等 とタイア ップ して,全 国の利用者へ届 け ることに

よ り,地 域 の産業振興 に寄与す ると ともに,小 包郵便の需要 拡大を図 る

ものであ る。

この システムは,全 国の郵便局の窓 口に全国 各地 の特産 品,名 産品な

どを紹介 した カタ ログを配備 し,利 用者 は,郵 便振替 で希望商 品を申 し

込む と小包郵便で届 け られ るものである。

58年 度に取 扱いを始め,同 年度43万 個,59年 度100万 個,60年 度は

293万 個 と順調 に伸 びている。利用者 の人気が高 く,61年 度は380万 個程

度にな るもの と期待 される。

イ.ワ ール ドゆ うパ ック

ワール ドゆ うパ ックは,輸 入促進に寄与す る とともに,小 包郵便 の需

要拡大 を図るため,ふ るさ と小包 と同様 のシステムで60年10月 に始めた

サ ービスであ る。 これは,国 内の輸入業者が輸入 した商品 の中か ら適当

な ものを選び,そ れ らの品物を掲載 した カタログを郵便局の窓 口に備え

て,容 易に外国の商 品を申 し込 め ることとした ものであ る。

ウ.小 包郵便物 の配達時 間の延長

小包郵便物の配達方法につい ては,61年6月1日 か ら次の とお り改善

され た。

① 午前中に配達 を受け持 つ郵便局 に到着 した小包 郵便物については,

当 日に配達す る。 また,午 後に到着 した小包郵便 物について も,極 力

当 日に配達す るよ う努め る。

② 不在で持ち戻 った小包郵便物(書 籍小包郵便物は除 く。)に っ い て

は,当 日おおむね午後5時 以降配達す る。

エ.小 包郵便物の料金 の減額率 の改善

61月10日 か ら,小 包郵便物を一定の条件の下に差 し出す場合,こ れ ま
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での減額率に5%を 加算 した率に よ り料金を減額す る こととな った。

この場合,一 般小包郵便物にっいては30%,書 籍小包郵便物について

は最高13%料 金が減額 され る。

(5)多 様化す る郵便サー ビス

ア.年 賀封書 の実施

封 書の年賀郵 便に対す る利用者か らの強いニーズに こたえるため,60

年 度か ら定形郵 便物,郵 便書簡及び第四種郵便物の うち盲人用点字のみ

を掲げた ものを内容 とす る郵便物であ って,形 状 ・重量 が定形郵便物の

それ らに準ず る ものにつ いても,年 賀特別郵便 として も取扱 いを実施 し

たσ

イ.く じ付暑 中見舞葉書(愛 称 「か もめ一る」)の 発行

60年 度 に,「 お年玉 つ き郵 便葉 書及び寄附金つ き郵便葉書等 の発 売並

びに寄附 金の処理 に関す る法律」(昭 和24年 法律第224号)が 改正 された

ことに よ り,年 賀葉書以外の郵便葉 書に くじを付けて発売で きるこ とと

な ったので,61年6月 か ら暑中見舞葉書 に くじを付けて発売 した。

なお,く じ付暑中見舞葉 書が国民に親 しまれ る よ う,「か もめ 一る」

の愛称 を付 し,一 層の利用を呼び掛けた ところである。

ウ.配 達 日指定郵便の実施

差 出人が指定す る日に郵 便物 を配達 してほ しい とい うニーズに こたえ

るため,61年10月1日 か ら配達 日指定郵便サ ービスを開始 した。

配達 日を指定す ることがで きる郵 便物は,第 一種郵便物,第 二種郵便

物,第 四種郵便物(盲 人用 に限る。)及 び小包郵便物 である。

エ.コ ンピュータ郵便サ ービス

事業所におけ る大量郵便物の差 出 しを容易にす るため,60年6月 に,

日本橋郵 便局及び大阪中央郵便局を取扱局 として コンピュー タ郵便サ ー

ビスを開始 した。
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その後,61年7月 には,利 用の簡便化 を図るため,郵 便物 のあて先等

のデ ータを記録す る入 力媒体 として,磁 気テー プのほか フ レキ シフルア

ィス クも使用 で きる ようサ ービス改善を実施 した。

(6)充 実 する外 国郵便 サー ビス

ア.外 国郵 便取扱局 の拡大

外 国郵便利用者 へのサ ービス向上のため,60年 度中に2,624局 の無集

配特定郵 便局において,外 国郵便 の取扱いを開始 した。 これに より,外

国郵便を取 り扱 う郵便局は全 国で約1万600局 とな った。

イ.国 際 ビジネス郵便

緊急の業務用書類等 を迅速,確i実 に海外へ送達す る国際 ビジネ ス郵便

は,順 次取 扱国を拡大 し,61年10月 現在44か 国 との間でサ ービスを実施

して いる。 また,取 扱局について も,60年7月 及び61年5月 に計126局

拡大 した結果,61年10月 現在320局 において取 扱いを行 ってお り,取 扱

物数 もここ数年急激な増加が続いてい る。

ウ.国 際電子郵便(通 称:イ ンテル ポス ト)

国際 間の電子郵便サ ービスは,59年11月 に7か 国 との間で開始 された

が,そ の後順次取扱国を拡大 し,61年10月 現在31か 国 との間で ネ ッ トワ

ー クを形成 している。60年11月 には,利 用者 の端 末機 か ら郵便局の端末

機 に直接送信す る ことに よ り差 し出す ことがで きる端末引受けサ ー ビス

を開始 した。

エ.SAL小 包郵便

船便小包 と航空小包の中間的サ ー ビスであ るSAL小 包郵 便サ ービス

を,西 ヨー ロッパ,北 米,南 米の主要26か 国を対象に60年7月 に開始 し

た。SALと は,SurfaceAirLifted(航 空輸送す る平面路郵 便物)の 略

称であ り,船 便小包 をある一定期 間取 りまとめ,そ れ らを航 空機 の空 き

スペ ースを利用 して航空輸送 をす る取 扱いであ る。 この結果,船 便小包
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より大幅に ス ピー ドア ップし(送 達期間2～3週 間),料 金 も 航空小包

より割安な もの とな ってい る。取 扱国の拡大に よ り,61年10月 現在40か

国 との間でサ ービスを実施 してお り,利 用 も順調に伸びている。

(7)積 極 的な営業活動の展開

安定 した良質なサ ービスを提供 してい くには,ま ず事業の経 営基盤,

取 り分け財政基盤を確立す る必要があ る。

このため,こ れ まで も職 員の営業意識や セールス技能 の 向上等 を 図

り,積 極的な営業活動を展開 し,郵 便需要の拡大を図 って きた ところで

ある。 このほか,全 国の主要局34局 に郵便営業 センターを設け,郵 便市

場の開拓,郵 便営業情報の収集 ・分析,事 業所を中心 とした訪問活動を

展開 し,各 種 郵便サ ー ビスの利用勧奨に努め てい る。

また,テ レビ,新 聞等 マス ・メデ ィアの積極的 な活用に よる効果的な

宣伝活動を行 うとともに,全 国の郵便局においては,地 域の行事,催 物

等に合わせ臨時出張所を開設 し,切 手類の販売を行 うほか,季 節に合わ

せた販売活動等に よ り需要の拡大 に努め てい る。

さらに,今 日,文 字文化の見直 しの必要性が唱え られているが,郵 政

省 として も,「 手紙を書 くこ と」の体験 を通 して,そ の気運 を醸成 し て

い くため,郵 便友 の会 の育成のほか,毎 月23日 を 「ふみの 日」 と定め,

特に毎年7月23日 には 「ふみづ きふみの 日」 として特殊切手の発行,手

紙教室の開催等 を実 施 している。 また,郵 趣層の拡大 につい ても各種の

施策を実施 してい る。

3進 展する電気通信サービス

(1)主 要サー ビスの動向

ア.国 内電気通信

(利用の多様化 が進む加入電話サ ービス)
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60年 度末現 在の加 入電話等契約数は,前 年度末に比べ134万 契約増加

し,4,530万 契約 となった。 また,人 口100人 当た りの普及率は,38・0

契 約 とな り,前 年度末に比べ1.1契 約増 加 した。

また,公 衆電話については,不 採 算公衆電 話の合理化 を図 ったため,

前年度末に比べ約2.5万 台減 の91万 台 とな った。一方,硬 貨 を必要 とし

ないカー ド公衆電話機 の増加は 著 し く,60年 度末現在,対 前年度 末比

324%増 の6万1,000台 となっている。 これに伴 い,テ レホ ンカー ドも,

その利便性 ・ファッシ ョン性のほか,同 年10月1日 以降,通 話可能度数

の割増 しが認 め られた こともあ り,60年 度におい ては,6,036万 枚(対

前年度比546%増)と 飛躍的な販売状況をみせ てい る。

さらに,NTTで は,60年 度 において,① 三者間で通話の で きる トリ

オホ ン,② 車外にあ って も携帯 して利用 で きる 自動 車電話,③30か 所 ま

で電話に よる同時通話がで きる電 話会議 サ ービス,④ あ らか じめ契約 し

た着信人が通話料を負担 す るフ リーダイヤルサ ービス,⑤ 従来,交 換手

に よる手動 交換 が必要 であ ったPBX(構 内交 換電 話)の 内線に も 直接

着信 で きる ようにす るダイヤル イ ンサ ー ビス等 を新 たに提 供す るな ど,

サ ー ビスの向上を 図っている。

(慶弔電報の利用が増加す る電報 サ ー ビス)

60年 度 の電報発信通数は,前 年に比べ 慶 弔電報は136万 通 増 加 した

が,一 般電報が238万 通減少 したため,総 通数 では102万 通減 の4,066

万通 とな った。 このため,発 信 通数に 占め る慶弔電報 の比 率は年 々増加

し,60年 度 においては87%と な った。

(多様 な ニーズに こた える電気通信機 器)

加 入電話 の質的充 実につれ て,利 用者 ニーズは よ り便利な,よ り高機

能 な,よ り装飾性 の豊か な ものへ と高度化 ・多様化 して き て い る。特

に,60年4月1日 か ら端末機器 の電 話網等へ の接続 が自由化 された こと
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改定後のダイヤル通話料金

区 分
ダ イ ヤ ノレ 通 話

次 の 秒 数 ま で ご と に10円

区 域 内 通 話 3分

隣 接 区 域 内 通 話 80秒

区

域

トタ

通

話

20k血 まで

30kmま で

40kmま で

60kmま で

80kmま で

100kmま で

120kmま で

160kmま で

240kmま で

320kmま で

320kmを 超 え る もの

80秒

38秒

30秒

21秒

昼 間

平 日 土 曜 日 曜

祝 日

夜 間

15・・秒11・ ・→21秒21秒 21秒

13.5秒

10,5秒

10.5秒

7秒

7秒

4.5秒

13.5→21秒

10.5→18.5秒

10。5→18.5秒

7→12.5秒

7→12.5秒

4.5→7,5秒

21秒

18.5秒

18.5秒

12.5秒

12.5秒

7.5秒

21秒

18.5秒

18。5秒

12。5秒

12.5秒

7.5秒

深 夜

8.5秒

に よ り.利 用者は多種多彩な電気通信機器 を自由に設置で きることとな

った。

この結果,技 術基準適合認定件数は,852件(59年 度は制度が異なる

ため単純比較 はで きないが,電 電公社型式B指 定件数 と比べ75%増)と

なってお り,電 気通信機器 の自由化は着実に進展 しているもの と推測 さ

れ る。
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(電気通信 料金 の改定)

通話料金遠近格差是正施策 の一環 として,現 在,日 曜 日,祝 日に認め

られ ている通話料割 引制度 を,61年7月 か らは土曜 日に も拡 大 した(第

1-2-10表 参照)。

イ.国 際電気通信

(国際電気通信利用数の動 向)

国際電話については,個 人利用の増大,国 際電話網 を利用 した ファク

シ ミリ通信あ るいはデ ータ通信 の増加に よ り,そ の利用 数の増加は著 し

く,現 在では,国 際電気 通信の主役 としての位置 を占めてい る。 これに

対 して,か つて国際電気通信の主役であ った 国際電報 は,国 際 テ レック

ス,国 際電話の利用の増加に伴い.44年 度 を ピー クに減 少 し続 け て お

り,現 在では,44年 度の4分 の1程 度の利用数 とな ってい る。

また,国 際テ レックスは,デ ー タ通信あ るいは国際電話網 を利用 した

フ ァクシ ミリ通信 の進 展に よ り,58年 度に利用数で国際電話 を下回 り,

60年 度には,前 年 度の利用数 と比べて,初 め て減少に転 じた 。

(国際 ダイ ヤル通話の増大)

増加す る国際通話の中で も,指 名通話,番 号通話等 のオペ レー タ介在

の通話の利用数は,頭 打ちの傾 向にな ってお り,現 在 では,利 用者 がオ

ペ レータを介 さず 直接相 手国加 入者を ダイヤル して接続す る国際 ダイヤ

ル通話が主流 とな っている。60年 度末現在, .国際 ダイヤル通 話利用 可能

対地数は127と な ってお り,ま た,国 際 ダイヤル通話が全発信度数 に占

め る割合は80.1%と 大幅に増加 した。

(国際公衆 データ伝送サ ービス)

KDDは,57年 か ら国際公衆 デー タ伝送サ ービス(以 下rVENUS-P」

とい う。)を 提供 してい る。

VENUS-Pは,デ ー タ通信 の用 に供す るため,我 が国 と外国 と の 間
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におい て国際標準のパ ケ ッ ト交換方式に よ り,コ ンピュータ相互間,コ

ンピュータ/端 末間及び端末相 互間で データ伝送 を行 うサ ー ビ ス で あ

る。

このサ ービスは,専 用線 と比べ て任意の相手 と通信 で きること,料 金

が従量制 であ る ことなどの特徴を有 し,ま た,電 話回線に比べて高速通

信 が可能 であ り,伝 送品質 も優れている ことな どか ら,デ ータ通信 に非

常に適 したサ ービスである。

VENUS-Pの 契 約数は,60年 度 末現在5,890回 線であ り,前 年度末

に比べ85.5%増 と大幅 な伸びを示 している。

(国際電気通信 料金の値下げ)

KDDは,54年 以降数次にわたる料金 改定を行 って きたが,61年9月

に も平均13.1%の 値下 げを行 った。今回の料金改定は,国 際電話,国 際

テ レヅクス,国 際専用回線を中心に行 ったが,値 下げ額,値 下 げ率 とも

に過去最高の もの とな った。

(2)電 気通信事業 の動 向

(第一種電 気通信 事業へ の参入)

60年4月1日,電 気通信事業分野に競争 原理 が導入 され,第 一 種電気

通信事業分野においては,60年6月21日 に第 二電電(株),日 本テ レ コ

ム(株),日 本高速通信(株),日 本通信衛星(株)及 び宇宙通信(株)

に対 し,ま た,61年8月8日 に東京通信 ネ ッ トワー ク(株)に 対 し,そ

れぞれ事業の許可を与えた ところである。

第二電電(株)は マイ クロ無線,日 本 テ レコム(株)及 び 日本高速通

信(株)は 光 フ ァイバ ケー ブルを使 って,主 として東京一名古屋一大阪

間の沿線都府県を業務区域 としてお り,東 京通信 ネ ットワ・一ク(株)は

主 として光 フ ァイバ ケーブルを使 って関東圏を業務 区域 としてい る。61

年8月 に 日本 テ レコム(株)が 専用サ ービスを開始 してお り,第 二電電
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(株),日 本 高速通信(株)及 び東京通信 ネ ットワー ク(株)も 順 次専用

サ ービスを開始 してい る。なお,3社 とも62年 秋 か らは電 話サ ービスを

開始す ることとしてい る。

また,日 本通信衛星(株)及 び宇宙通信(株)は,そ れぞれ米国製通

信衛星を使 って,全 国を対象に63年 か ら専用サ ービスを提供す る ことと

している。 日本通信衛星(株)は,60年6月 に米国 ヒューズ社 と通信衛

星等 の購入契約を締結 してお り,ま た,宇 宙通信(株)も 米国 フ ォー ド

社 に通信衛星を発注 した。

(第二種電気通信事業 への参 入)

第二種電気通信事業分 野には,事 業 法施行以降新 しい ビジネスチ ャン

スを求めて多数 の企業が参 入 してお り,61年9月 末現在,特 別第二種電

気通 信事業者 としての登録 が9社,一 般第二種電気通信事業者 としての

届出が279社 とな ってい る。

特別第二種電気通信事業者は,不 特定多数の ユーザを対象 に全 国的規

模 で主に パケ ッ ト交換等のデ ータ伝送サ ービスを提供す る ものであ り,

61年9月 末現在,登 録9社 の うち6社 が既に事業を開始 してい る。

一般第二種電気通信事業者は ,北 海道か ら沖縄 まで全 国各地 に存在 し

てい るが,そ の うちの約8割 がデ ータ伝送サ ー ビスを提供 してお り,こ

のほか音声伝 送,画 像伝送又は複合サ ー ビスを提供 してい る事業者 もそ

れ ぞれ数十社あ る。

(接続協定)

事業法 にお いては,第 一 種電気 通信事 業者は他の第一種電気通信事業

者 と電 気通信設備 の相互接続を行 うことがで きる とされ てい る。 また,

新規参入事業者 の うち地上系3社 は,市 内網部分に電気通信設備を有 し

ない ことか ら,サ ービスの提供 のた めに はNTTの 市内網 と相互接続を

行 うことが不 可欠 である。
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そ こで,現 在,事 業者間において接 続協定締結のための協議が行われ

てお り,61年11月 までに開業 した専用サ ービスに関す る接 続条件につい

て,既 に協定 が締結 され ている。

この接続協定 の内容には,接 続す る地域,接 続 して行 うサ ービスの種

類,接 続に伴 う設備 改造等の費用 負担,利 用者に対 する料金請求 ・収納

等 の制度的 な事項のほか,設 備の分界点,接 続の技術的条件等の技術的

な事項 につ いての諸条件全般が含 まれ ている。中で も問題 となるのが ア

クセスチ ャージ(電 気通信 回線を他の電気通信回線 に接続す る場合の料

金)で あ るが,専 用 サ ービスに関す る接続条 件にお いては,NTTの 市

内 ・市外の コス ト構造等 が明確に なっていない ことか ら,ア クセスチ ャ

ージを新規参入事業者に課 さない こととされた。

(電気通信料金算定要領の策定)

郵政省は,第 一種電気通信事業者の具体的な料金認可の指針 として,

電気通信審議会 の審議 を経 て,「 電気通信 料金算定要領」を60年3月 に

策定 した。

この要 領は,① 料金は,適 正な原価 に適正 な報 酬を加えた総括原価を

基礎 に算定す る こと,② 報酬は,事 業に対 して投下 された総投資額 の価

値に一定 の報酬率を乗ず ることに よって報酬額を算定す る 「レー トベー

ス方式」 に より算出す ることとし,そ の報酬率は,独 立 したサ ービスご

とに一定 の幅 の中か ら事業者が選択 で きる こと とす ること,を 骨子 とし

ている。

また,こ の要領の主な特徴は以下 の とお りであ り,公 共 料金 としての

性格に着 目しなが ら,企 業の料金面 の創意工夫が生 かせ る仕組み とな っ

ている。

① 事業者の安定的な経 営を確保す るため,経 済情 勢に即応 し,か つ,

企業 の実勢を反映 した報 酬の確保が図 られ るよ うに し,報 酬率は独立
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したサ ービス ごとに一定 の幅 の中か ら事業者 が選択 で きる こ と と し

た。

② 公正競争の確 保及び負担の公平を図る観 点か ら,電 信,電 話等のサ

ービス単位で原価を算定 し,い わゆる内部 相互補 助を原則 として認め

ない こととした。

③ 新規事業者の立上 り期に配慮 して,原 価計算期間を既存事業者 より

長 くしたほか,減 価償却 方法は会計 処理 と異な って も よい こ と と し

た。

(社 団法人電信電話技術委員会の設立)

60年10月25日 に設立 された(社)電 信電話技術委員会は,電 気通信網

の接続 に関す る標準を作成す るこ とに よ り,電 気通信分 野における標準

化 に貢献す る とともに,そ の普及を図 る ことを 目的 としてい る。具体的

には,ISDN(IntegratedServicesDigitalNetwork)に 関す る接 続の標

準の作成 をは じめ とす る電気通信網相互 の接続 の標準 の作成,電 気 通信

網 と端 末 との接 続及びLAN(LocalAreaNetwork),付 加 価値通信網

(以下rVAN」 とい う。),PBX相 互の接 続等電 気通信全般 の 標準の作

成を推進 してい くこととしてい る。

同委員会 の60年 度 末の会 員数は107社 であ り,第 一 種電気通信事業者,

第二種電気通 信事業者,通 信機器 メーカ,ユ ーザ等 内外の多数の電気通

信関係者が参加 してい る。

(ICカ ー ドに関す る研究)

ICカ ー ドは,記 憶容量 の大 きさ及び高い安全性に よって,従 来 の磁

気 ス トライプカー ドに代わ るもの として注 目を集め てお り,様 々な分野

での利用が期待 されている。

郵政 省では,rICカ ・一ド研究会」を 設 置 し,ICカ ー ドを 通信 ネ ッ

トワークを構 成す るニ ューメデ ィア として位置付け,そ の健全 な普及 を
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図 るために,現 状 及び課題を分析す るとともに,将 来におけ るICカ ー

ドと通信 ネ ットワー クとのかかわ り及びICカ ー ドの普及のための方策

について検討 を行 った。

(3)移 動体 通信 の進展

移動 体通信 の分野 では,61年5月,新 しいサ ービスとして航空機公衆

電話が開始 された。従来のサ ービスでは,自 動車電話が,60年7月 に基

本料金 を約1万 円値下 げされた影響 もあ って,60年 度末の加入数が対前

年度末 比53。8%増 の6万2,103加 入 とな り,ま た,無 線呼出 しの加入数

が,60年 度末 には前年度末比14.3%増,215万5,894加 入 とな るな ど,

著 しい増加を示 している。

一方 ,業 務用,個 人用等 の自営無線通信 の分 野で も移動体通信 の伸 び

は著 しく,移 動体通信用 の無線局数(ア マチ ュア ・市民 ラジオの無線 局

を除 く。)は60年 度末現在,約310万 局 とな った。

(航空機 公衆電話)

航空機公衆電話サ ー ビスは,飛 行中の航空機か ら全国6か 所に設置 さ

れた無線基地 局 と全国4か 所に設 置 され た交換 局を経 て,地 上の電話等

と通話がで きる ものであ る(第1-2-11図 参 照)。

通信 方式は,800MHz帯 の電波を用いたPM変 調方式を採用 してお

り,無 線 ゾー ン(半 径約400km)の 境界空域におい て も自動的に通話チ

ャンネルの切替えが行われ,円 滑に通話 を行 うことが できる。

(自動車電話 ・無線呼出 し)

自動車電話及び無線呼出 しについては,増 大す る需要に対処す る とと

もに,新 規参入を実現す るため,約1年 間にわた る電気通 信技術 審議会

の審議等を経 て,61年8月 に技術基準 の改正が行われた。 これに よ り,

大容量 の自動車電話,文 字表示等 高度 な機能を もった無線呼出 しの導入

等一層 のサ ービスの高度化 ・多様化 が図 られ ることが期待 されている。



一86一 第1章
昭和60年 度通信の現況

第1-2-11図 航空機公衆電話の構成

(MCAシ ステム ・パー ソナル無線)

自営電気通信 としての移動体通信 の分野では,貨 物運送事業等 の事業

用に用い られ ているMCAシ ステ ム(MultiCha㎜LelAccessSystem)

が,60年 度末には全国14地 域 で運用 され,局 数は60年 度末現在,対 前年
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度比55.9%増 の7万6,671局 とな った。 また,一 般 個人が使用で きるパ

ーソナル無線 は,57年12月 の制 度化 以来急激に増加 してお り,61年1月

にチ ャンネル数 を従来 の約2倍 の158チ ャンネルにする技術基準 の改正

を行い,局 数は61年3月 末現在,123万6,629局 に達 してい る。

(4)建 設に向か う光海底 ケーブル

太平洋地域におけ る初め ての国際光海底 ケーブル計画であ る第4ハ ワ

イ/第3太 平 洋横断 ケ ーブル(HAW-4/TPC-3)計 画が,KDD及 び

アメ リカ電話電信会社(AT&T)を 中心 とした関係 国通信事業体の間で

基本的に合意 され,61年1月,建 設保守協定の締結が行われた。

本 ケーブルは,将 来の通信需要 の増大,サ ー ビスの多様化に対処す る

ため,現 在,計 画が進め られている香港 ・日本 ・韓 国ケ ・一 ブ ル(H-J-

K),第2グ ァム ・フ ィリピンヶ 一ブル(GP-2)を 含めた太平洋域光海

第1-2-12図 太平洋地域の光海底ケーブル網
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底 ケーブル網 建設計 画の一環 として建設 され る ものであ り.63年 末 に運

用 を開始す る予定 である(第1-2-12図 参照)。

また,国 内におい て も,我 が国が有人島だけ で も約400島 を抱 え る列

島国家 であ る ことか ら,NTTで は,国 民生 活に不 可欠な電話役務 をあ

まね く日本全国において提供す るため,約730条,総 延長約6,600kmの

水底線路を敷設 してい る。

61年 度 においては,青 森県八戸一北海道苫小牧 間(約280km),宮 崎

県江差原一沖縄県 国頭間(約790km)に デ ィジタル方式 の大容量 海底光

ファイバケー ブル伝送方式(FS-400M方 式)を 導入す る こととしてい

る。

これに伴 い,既 に旭川一鹿児 島間に完成 してい る 「日本縦貫光 ファイ

バヶ 一ブルル ー ト1が 更に沖縄 まで延長 され るとともに ,北 海道一沖縄

間が有線 ・無線,ア ナ ログ ・デ ィジタル方式 に よる複数ル ープに よ り結

第1-2-13図 青森県八戸一北海道苫小牧間海底光

ファイバケーブルの敷設予定ルート
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第1-2-14図 宮崎県江差原一沖縄県国頭間海底光

ファイバケーブルの敷設予定ルー ト

ばれ ることにな り,伝 送能 力の拡大,安 全性 ・信頼 性の向上等,よ り安

定 した電気通信サ ービスの提供が可能 とな る(第1-2-13図 及び第1

-2-14図 参照)
。

(5)運 用を開始 した小山国際通信セ ンター

KDDに おいては,非 常障害,非 常災害及び需要増に対処す るた め,

中央局 の複数化を進める こととし,57年4月 以来,関 東地区におけ る新

たな中央局 として,小 山国際通信 セ ンターの建設を推進 して きた。59年

6月 の局舎完成後,国 際電 話交換設備,国 際テ レックス交換設備等の設

置を行 い,国 際電話は60年8月 に,国 際テ レックスは61年3月 にそれぞ

れ運用 を開始 した ところであ る。

これに より,東 日本地域 におけ る中央局機能の分散 が図られ,非 常障

害発生時 の国際通信への影響 は最小限に抑え られ,国 際通信の信頼性は

よ り一層 向上す る こととな った。
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(6)電 気通信 システムの安 全 ・信頼性 対策 の在 リ方

我が国における経済活動や 国民 の一般生活 に とって重要 な役割 を果た

している電気通信は,そ の重要性が高 まるにつれ,ま す ます安 全 ・信頼

性の確 保が必 要 となって くる。世 田谷電 話局でのヶ 一ブル火 災事故 や国

鉄通信 ケ ーブルの切断事件等にみ られ るよ うに,電 気通信 システ ムのケ

ー ブル とい う一つの設備の障害が ,金 融機関の データ通信 システ ムの実

質的な停止や電車の運行不 能等 の重大な障害を引 き起 こす ことになる。

この よ うな状況 を考慮 して,郵 政省は,電 気 通信 システ ム全般にわた

る基本的かつ総括的 な対策 の検討 が必要 である との見地か ら,電 気通信

システ ムにつ いて,安 全 ・信頼性対策 の検討を 行 うため,60年7月,電

気通信技術審議会に 「電気通信 システ ムの安全 ・信頼 性対策 の在 り方」

を諮問 した。

同審議会 では,電 気通 信 システ ム安全 ・信頼性委員会を設 置 し,約1

年 間にわたって審議 を行 って きたが,61年6月,電 気通信 システム安全

・信頼 性対策 のガイ ドライ ンを答 申 した。 ガイ ドライ ンには,安 全 ・信

頼性対策 の推奨的 な実施 水準が示 され てお り,電 気 通信を運用す る者や

利用者 に広 く公 開されてい る。

今後,郵 政省は,57年 に告示 された 「データ通信 ネ ッ トワーク安全 ・

信頼性基準」を見直す ことに よ り,来 るべ き高度情報社会 における電気

通信 システ ムの健全な育成を図 る計画であ る。

(デ ータ通信総 合安全対策 システ ム)

急速な進 展を遂 げるデ ータ通信 システ ムの災害時におけ る長時 間の障

害 を救済す るため,郵 政 省では,デ ータ通信総 合安全対策 システ ム(以

下rSTAF」 とい う。)の 開発調査に57年 度か ら取 り組んでい る。

STAFは,デ ータ通信 システ ムのオ ンライ ン共 同利用型 バ ックア ップ

システ ムであ り,平 常時か らオ ンライ ンで各種 のデ ータ通信 システムの
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マス ターファイル と同一の ファイルを常時別 に保管 してお き,障 害時に

は被災デ ータ通信 システムのセンターに代わ って各種の処理を行 う機能

を有 してい る。

STAFの 開発調査 においては,費 用の軽減化,効 率化,高 信頼化を 図

るため,デ ータの暗号化,圧 縮化技術,異OS同 時サ ポー ト技術等 のシ

ステ ム構築 を行い,当 該 システムの性能評価,検 証 と実用化 した場合 の

規模想定,費 用の見積 りを行ってい る。

同開発調査 は,60年 度 までにおおむね技術 開発を終え,61年 度 にお い

ては,そ の検討等 を行い,各 種デ ータ通信 システムの運用者の意 見を踏

まえつつ,そ の早期 実現 のための条件整備,環 境整備等について更 に調

査研究を行 う予定である。

(電気通信事 業におけ る損害賠償制度)

電気通信事業におけ る損害賠償制度については,世 田谷電話局 ケーブ

ル火災に よる通信途絶事故を契機に様 々な問題が提起 された。

郵政 省では60年6月 以降,「 電気通信事業 におけ る損害賠償制度 の在

り方に関す る調査研究会」を開催 し,電 気通信事業におけ る損害賠償制

度について検 討を行 った。 この よ うな検討結果 を踏 まえ,61年7月,N

TTに ついては,① 事業者の故意,重 過 失に よる 債務不履行 の 場 合 に

は,賠 償額 を限定 しない旨を明定す る こと,② 賠償額は,サ ービス中断

期間中に対応す る平均使用料相当額 とす る こと,③ 賠償手続は,利 用者

か らの実損額 の請求を待たないで予定 された賠償額を賠償す る ことなど

を内容 とす る損害賠償規定の改正が行われた。

また,第 二電電(株),日 本テ レコム(株),日 本高速通信(株)の3

社において も,NTTと 同様の損害賠償規定 を織 り込んだ契約約款 の認

可が行われた。
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4放 送サービスの拡充に向けて

(1)主 要サー ビスの動向

我が国の放送は,NHK,放 送 大学学園及び民 間放送 の 三 者に よって

行われてお り。その放送サ ービスの種類 と し て は,中 波放 送,短 波放

送,超 短波放送(FM放 送),テ レビジ ョン放送,テ レビジ ョ ン音 声多

重 放送 及びテ レビジ ョン文字多重放送(文 字放送)が あ る。

また,放 送事業者は,60年 度末現在,NHK,放 送大学学園のほ か 民

間放送140社 である。

民間放送 の社数は,前 年度に比べて11社 増加 してお り,そ の内訳 は,

FM放 送を行 うもの6社,テ レビジ ョン放送を行 うもの1社 及 び60年11

月に文 字放送の本放 送が開始 されたのに伴 い,こ の文 字放送 のみを行 う

放送事業者 として設立 された4社 である。

(中波放送 及び短波放送)

中波放送 は,NHKが 第1放 送及び第2放 送 の2系 統 で,民 間放送で

は47社 が放送を行 ってお り,ま た,国 内短波放送は民 間放送1社 が行 っ

ている。

NHKは,国 内放送 のほか短波 に よる国際放送を行 ってい る。現 在,

国際放送は,直 接外国に情報を伝達で きる海外広報活動 の有 力な手段で

あ り,ま た,在 留邦人に対す る情報提供手段で ある。 国際社会 における

我が国の地 位の向上 及び国際交流の活発化,さ らには 国際的 な緊張 の高

ま りに伴 い,そ の役割は近年 ます ます増大 してい る。 このた め,放 送時

間の拡充及び送信施設の整備拡充に よる受信状況の改善が 図 ら れ て い

る。国際放送は,世 界の全地域(一 般向け放送)及 び欧州,ア フ リヵ等

世界の18地 域(地 域向け放送)に 向けて,1日 延べ40時 間の放送が行わ

れ てい る。 なお,NHKは,国 際放送の海外における受信改善を図 るた
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めの海外中継局 として,54年10月 にポル トガルの シネス送信所を利用 し

て1日1時 間の中継放送(送 信電 力250kW)を 開始 し,ま た,59年4月

か らは,さ らに ガボ ン共和国のモヤ ビ送信所を利用 して1日6時 間の中

継放送(送 信電力500kW)を 行 って きたが,61年4月 には シネス送信所

の利用を中止 し,代 わ ってモヤ ビ送信所か らの中継 放送 を1時 間30分 増

や し,計7時 間30分 とした。 さらに,61年10月 か らは,カ ナ ダか ら北米

地域 を対象 として,1日1時 間の中継 放送 を開始 した。

(FM放 送)

FM放 送は,NHK,放 送 大学学 園及び民間放送21社 が行 っている。

民間FM放 送につ いては,早 期全国拡充 を 目途 に 周波数割当を行 って

きた ところであるが,こ れに伴 って,放 送事 業者 の数は,60年 度には6

社増加 した。

なお,60年 度に放送 が開始 され た地区は,岩 手,群 馬,神 奈川,三

重,山 口及び熊本の6県 であ る。

(テ レビジ ョン放送)

テ レビジ ョン放送は,NHK(総 合番組局及び教育専門局の2系 統),

放送大学学園及び民間放送103社 が行 っている。民間放送については,

60年 度 に岡山県及び香川県を放送 区域 とす る放送事業者1社 が新 たに放

送を開始 した。

(衛星放送)

衛星放送は,59年5月 か らBS-2a(本 機)に よ りNHKが1チ ャン

ネルの試験放 送を行 って きたが,61年2月 にBS-2b(予 備機)が 打 ち

上 げられ,今 後,NHKに より2チ ャンネルの試験放送が実施 され る予

定 である。BS-2は,NHKの テ レビジ ョン放送 の難視聴解消に利用 さ

れ るほか,新 しい放送技術の開発実験(高 精 細 度 テ レビジ ョン放 送・

PCM音 声放送等)等 に利用 され ることとなってい る。
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さらに,BS-2に よる放送サ ー ビスを引 き継 ぎ,ま た,増 大かつ多様

化す る放送需要に対処す ることな どを 目的 として,BS-3の 開発 が進 め

られ てい る。BS-3a及 びBS-3bの 打上 げ予定時期は,当 初,そ れぞれ

63年 度冬期及び65年 度夏期であ ったが,BS-2aの 故障等 の関係 で開発ス

ケジュールが遅れた こと及び十 分な信頼 性が確保 され る よう開発 を行 う

必要が あるこ とか ら,65年 度夏期及び66年 度夏期に延期 された。BS-3

では,NHK及 び 日本衛星放送(株)(59年 設立)が それぞ れ テ レビジ

ョン2チ ャンネル及び1チ ャンネルの放送 を行 う予 定 とな ってい る。

(難視聴解消)

辺地難視聴については,従 来か ら中継 局,共 同受信 施設等に よって解

消 を図っているが,NHKに ついては衛星放 送に よって残存 の難視聴解

消を図 ることとし,ま た,民 間放送については,引 き続 き中継 局の設置

に よ り解消を図 ることとしてい る。一 方,都 市受信 障害につ いては,郵

政 省は原因者負担 の考 え方を とってお り,こ れに基づ き障害原 因 となっ

てい る建造物の建築主等 関係者にその解消を働 きかけ て きた ところであ

り,お おむね この方向で解消が 図られ て きている。

大都市 では,建 物の高層化 が進んでい るため,建 物 に よる電波 の反射

障害が多発 す ることが予 想 され るが,こ の反射障害を防止 あるいは解消

す るためには,電 波 吸収体の利用が有効であ る ことか ら,広 くその利用

を図 るため,60年10月 に発足 した基盤技術研究促進 セ ンターか らの低利

融資を活用 して,軽 量 ・廉価で施工の容 易な新 たな電波 吸収体を開発す

る よう関係 の メーカを指導 している。

他方,中 波放送 につ いては,従 前か ら,外 国放 送波 の混信 等に ょる難

聴 が生 じてお り,こ の解 消のため,中 継 局の開設等 を推進 してい る。60

年度においては,沖 縄本島北部地域等の難聴の解消を 図る た め,NHK

及び民間放送の17局 に関 し,中 継局の開設・空中線 電力9変 更等 が可能
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とな るよ う措置 している。

(2)民 間テ レビジ ョン放送 ・FM放 送の拡充

(民間テ レビジ ョン放送)

民間 テ レビジ ョン放送 については,全 国各地域におけ る受信者の受信

機会 の平等の実現を 目的 として,そ の拡充を 図って き て い る。その結

果,60年 度末現在,4以 上の民間テ レビジ ョン放送の受信 が可能 な地域

は,世 帯数に して,全 国の約8割 に達 している。

他方,視 聴 し得 る民間テ レビジ ョン放送の数が2な い し3の,い わゆ

る少数 チ ャンネル地域 の住民の情報格差縮小 に対す る要望には強 い もの

があ る。

こ うした ことか ら,郵 政省では,61年1月,今 後 の全国各地域 におけ

る受信 機会 の平等 の実現につい て,最 低4の 民間テ レビジ ョン放 送の受

信が可能 となる ことを 目標 とす る基本方針を明 らかに した。

この基本的な考 え方 に立 って,同 月,2チ ャンネル地域17県 の うち,

周波数事情,放 送事 業存立 の基盤 とな る経 済力等 を考慮 して,青 森,秋

田,岩 手,山 形,富 山,石 川及び長崎の7県 に三つ 目の,ま た,同 年2

月,3チ ャンネル地域 の鹿児島県に四つ 目の周波数 の割当 てを行 った。

また,札 幌市,福 岡市 を含む地域については,地 方中枢都市 としての

機能の一層の充実を図 り,地 方 の活性化を促進す るとい う観点か ら,東

京等に準 じ,5の 民 間テ レビジ ョン放送の受信が可能になる ことを 目標

とす るこ ととし,61年2月,条 件 の整 った北海道に五つ 目の周波数の割

当てを行 った。

(民間FM放 送)

民間FM放 送につ いては,県 域 を原則 として周波 数の割 当てを行い,

全国普及 を図って きた。そ の結 果,61年5月 末現在,41都 道府県 につい

て周波数割 当を行 ってお り,こ の うち21都 道府県で放送が実施 されてい
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る。 さらに,61年10月1日 には鳥取 ・島根の両県において放送が開始 さ

れた。

なお,ま だ周波数 の割当 てが行われていない6県 については,早 期に

周波数 の割当 てが可能 とな る よう検 討を進めてい る。

他方,FM放 送の普及 とともに,放 送番組 の多様化 につい ての要望が

特に大都市において高 まってい ることか ら,周 波数事情,経 営基盤,放

送需要及び音声放送の全体 的な在 り方等 を考慮 しつつ,複 数 のFM放 送

の受信 が可能 とな るよ う周 波数割 当を進 めてい くこととしてお り,60年

9月,差 し向 き要望の強い東京及び大阪に2チ ャンネル 目の周波数 の割

当 てを行 った。

(3)CATVの 新展 開

ア.CATVの 新 たな動 向

従来,CATVは,難 視聴対策 メデ ィア としてテ レビジ ョン 放送 の補

完的地位にあ った。 しか し,近 年,国 民 の情報通信 に対す る ニーズの高

度化 ・多様化,情 報通信 技術 の著 しい発達,電 気通信 法制 の抜本的変革

等を背景 として,CATVは,そ の多チ ャンネル,双 方 向性を生か した

新たな展開をみせつつあ る。

(都市型CATVの 展開)

58年 以降,大 規模,多 チ ャンネル,双 方向機能 を有す るいわゆ る都市

型CATVの 事業計画が相次いでお り,61年9月 末現在,14事 業者15施

設に対 して有線テ レビジ ョン放送法に基づ く設置許可 を与えてい る。 こ

れ ら施設の建設に当た っては,道 路や電柱等の工作物 を使用 す ることが

必要であ るが,施 設設置が円滑に進 まない事態が生 じて きていた。 しか

し,こ の事態が進 展 し,工 事が着手 され,62年 には相当数の都市型CA

TVが 本放送を開始す る予 定 で あ る。 また,こ うした動 きに触発 され

て・CATVへ の番組 供給会社の設立 も相次 いでお り・ 番組供給体制 も
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着 々 と整備 され ている。

(CATVに よるデータ放送)

CATVに よるデータ放送は,デ ィジタル情報(文 字,図 形,自 然画,

パ ソコン用 ソフ トウ ェア等)をCATVセ ンターのホス トコンピュ・一タ

か ら,CATV網 に接続 された企業や家庭のパ ソコンに超高速で伝送 し,

加入者 はその情報 をパ ソコンに接続 されたテ レビ画面で見 ることので き

るシステ ムである。 これに よ り,例 えぽCATV伝 送路の テ レビジ ョン

1チ ャンネルで,10秒 間に約5千 の静止画情報 を送 る ことがで きる。

既に,長 野県のCATV施 設において,60年12月 か ら61年6月 まで関

係者に よる共同実験 が行われ ている(第1-2-15図 参照)。

(CATVの 第一種電気通信事業への進出)

CATVは 多 目的利用が可能 なメデ ィアである ことか ら,CATV事 業

者においては,施 設 の有効利用を図 りたい との意 向が強い。 こ うした こ

とか ら,専 用 線サ ービス,あ るいはCATVと 外部 デ ータベース,各 種

予約 システ ム等 との接 続に よる情報サ ー ビスを行 うといった形で,第 一

種電気通信事 業へ進 出す る ことが検討 されている。

イ.CATVの 普及促進

CATVは,放 送 は もとより各種の情報を提供す る こと が 可能 な新た

な公共的な総 合 メデ ィアであ り,来 るべ き高度情報社会において重 要な

役割を果たす ことが期待 され る。 ま た,CATVの 普及促進は,民 間活

力の導入に よる社会 資本 の整備であ り.内 需 の拡大 に大 き く寄与す るも

のと考え られ る。

こ うした基 本的認識 に立 ち,施 設設置の円滑化,業 務運営の円滑化等

CATVの 普及促進 のために,次 のよ うな環境条件 の 整備,改 善 を図っ

ている。

①CATVは 典型的な装 置産業 であ り,膨 大 な初期投資を必要 と す る
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第1-2-15図CATVに よるデータ放送のシステム構成

上,い まだ揺らん期にあることから,金 融,税 制面等を通 じて,国 に

よる助成措置が講じられている。具体的には,現 在,日 本開発銀行,

北海道東北開発公庫及び沖縄振興開発金融公庫を通じての出融資制度

が認められてお り,既 に3事 業者に対して出融資が行われている。ま
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た・税制面 においては,61年 度税制改正で,初 めて双方 向CATV用

設備(ポ ー リング装置)が 中小企業新技術体化投資促進税制の対象設

備に追加 され るなど,助 成措置が講 じられ てい る。

② 第104国 会におい て,テ レビジ ョン放送等 の再送信 の円滑かつ適切

な実施 を図るため,再 送信 の同意 に関 し,当 事者 間で協議が整わない

な どの場合の措置 として,郵 政大臣の裁定の制度 を設け るな どを内容

とす る 「有線 テ レビジ ョン放送法の一 部を改 正す る法律」が成立 し,

61年5月20日 公布 ・施行 された。 また,放 送事業者 と 同様,CATV

事業者に著作隣接権の創設等を行 うことな どを内容 とす る 「著作権法

の一部を改正す る法律」 も同国会において成立 した。 これ らの法改正

に よ り,CATV事 業者 の業務運営の円滑化 が大 き く促進 され る こ と

とな った。

CATVの 施設設置に当た っては,道 路や電柱等の工作物 を使用 す る

ことが必要 である。CATVの 普及促進 のため には,施 設の 設置を 円滑

に進める ことが必要 である。

ウ.ス ペ ース ・ケー ブル ネ ヅ トの推進

63年 には,我 が国 も本格的な衛星時代 を迎 えるが,こ の通信衛 星 とC

ATVが 結び付 くことに よ り,通 信衛 星を介 して多彩な番組 ソフ トが供

給 される こととな り,都 市型CATVを は じめ としてCATVの 新たな

飛躍が期待 され ている(第1-2-16図 参照)。

この ような状況にふ さわ しいCATVの 普及促進策を確立す るため,

60年12月 か ら 「本格的衛星時代を迎 えたCATVの 普及促進に関す る調

査研究会(ス ペ ース ・ケーブルネ ッ ト調査研 究会)」 を開催 し,61年6

月,同 調査研究会か ら報告書が提 出 された。同報告 書にお いては,① 共

同番組 セ ンターの設立・② 衛星送受信設備の普及促進,③ 再送信 専用C

ATV施 設の グ レー ドア ップ,④ スクランブル方式の統一,に つ いて提
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第1-2-16図 スペース ・ケープルネットの概要

言がなされている。

エ.CATVの 技術開発の推進

郵政省では,CATVの 高度利用を促進するため,超 広帯域伝送 シ ス

テム,衛 星放送再送信システム等の研究開発を進めて い る。また,「有

線テ レビジョン放送技術委員会」の検討結果(61年3月 最終報告)を 踏

まえ,都 市型CATVに 対応した周波数配列等の標準化及びその技術基

準の策定を図っている。

(4)文 字放送の本放送開始

(実用化試験か ら実用の放送へ)

文字放送は,テ レビジ ョン放送波に重畳して文字や簡単な図形及び付

加音によって構成 された情報を送 り,利 用者は,テ レビジョン受像機に

アダプタを付加することなどにより,必 要な情報を必要なときに受信す

ることができるものである。

我が国の文字放送は,58年10月 からNHKが パターン伝送方式により
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東京 と大阪で実用化試験 局に よって試験放送 を 実 施 して きた が,そ の

後,伝 送可能情報量等 の点で格段に勝 る符号化伝送方式の技術開発が進

んだ こ とか ら,郵 政 省は,こ の符号化伝送方式 に よって文字放 送の実用

化を図 ることとし,60年10月,文 字放 送の標準方式 の改正等所要 の整備

を行 った。

これに伴 い,60年11月,NHKが 関東 甲信越地区及び近畿地区で,ま

た民間放送 では 日本 テ レビ放送 網(株)が,そ れぞれ符号化伝送方式に

よる実用 の放送を開始 した。

そ の後,民 間テ レビジ ョン放送事業者及び既設 テ レビジ ョン放送事 業

者 の放送設備を共用 して文 字放送を行 う放 送事業者(い わゆ る第三者法

人)が 相次いで開局 したほか,NHKが 放送実施地区を東海 ・北陸地区

に拡大 した。 この結果,61年6月 末現在,NHK及 び民 間放送16社(う

ち第三者法人8社)に よ り,ニ ュース,天 気予報,道 路交通情報,株 式
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市況,行 楽地案内等多様な文字放送番組が放送されている。

なお,NHKは,61年 度中に文字放送を全国において実施する計画で

あ り,ま た民間放送においても,61年 度に更に数社の開局が予定されて

いる。

(文字放送の普及促進)

文字放送は手軽で実用的かつ経済的な家庭向け情報 メデ ィアとして,

今後,そ の社会的機能の発揮が期待 されている。郵政省は,文 字放送の

早期普及 と受信機の低廉化等を図るため,NHK,(社)日 本民間放送連

盟,文 字放送事業者,受 信機 メーカ,そ の他情報提供者等から成る 「文

字放送普及促進協議会」を設置 し,文 字放送の利便性,経 済性等に関す

る利用者向けのPRの 方法,受 信機の低廉化の方策,簡 易型携帯用受信

機の開発等の課題について検討を進めている。

(5)新 しい放送技術の開発

(放送技術開発の現状)

放送技術の開発は,① ラジオやテ レビジョンの既存の放送サ ービスの

品質を向上させるための技術,② 新 しい形態,内 容のサ ービスを実現し

放送 メディアの多様化を図るための技術,③ 周波数の利用効率を向上さ

せ放送サービスの拡大を可能 とするための技術の確立を 目指 して進めら

れている(第1-2-17表 参照)。

放送に関する技術開発は,一 般に既存の放送 メディアの信号方式に変

更を加えることに よって実現され るものが多い.こ のような場合,既 存

の放送の受信に悪影響を与えることのない方式及び技術を確立すること

が重要である。

匹主な技術開発の状況は以下のとお りである。

① 中波ステレオ放送

中波放送波にステレオ信号を重畳する放送方式であ り,米 国,カ ナ
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第1-2-17表 放送に関する技術開発

目 的 使 用 す る 電 波 開 発 中 の 技 術

高 品 質 化

メディアの多様化

中 波 放 送

テ レ ビジ ョ ン放 送

衛星放送又はCATV

中 波 ス テ レオ 放 送

画 質 改 善 技 術

高精細度テレビジョン

FM放 送

テ レ ビ ジ ョン放 送

衛 星 放 送

FM多 重 放 送

(独立の音声番組又は

データの放送)

フ ァ ク シ ミ リ放 送

有 料 放 送

デ ー タ 放 送

周波数利用技術
テ レ ビ ジ ョン放送

中 波 放 送

テレビジ 目ン同期放送

中 波 小 電 力 中継 局

ダ,オ ース トラ リア等 では既 に実用化 されている。現在,我 が国の方

式 として適 当な方式 を定め るための調査研究が進め られている。

②FM多 重放送

FM放 送波に重 畳 して独立 の音声あ るいはデータを放送す る方式 に

つ いて,62年 度末に結 論を得 る ことを 目途に電気通信技術審議会 で審

議が行われ ている。

③ ファクシ ミリ放送

テ レビジ ョン放 送波 にフ ァクシ ミリ信号を重畳す る方式につ いて,

電気通信技術審議会 の審議 に併せ,伝 送 実験 が行われ てい る。

④ テ レビジ ョン放 送の画質改善(EDTV)

EDTVは,現 行テ レビジ ョン放送に適用で きるよ り精細度 の 高い

放送方 式である。郵政省では,60年6月 か ら 「テ レビジ ョン放送画質

改善協議会 」を開催 し,そ の開発を推進中である。

⑤ 高精 細度 テ レビジ ョン放送(HDTV)

HDTVは,現 行 のテ レビジ ョン方式 に比べ て精細度が 高 く,ワ イ
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ドな画面の新しいテ レビジョン放送方式で あ り,衛 星放送やCATV

による提供が考えられている。 このスタジオ規格 と伝送方式 に つ い

て,電 気通信技術審議会で審議が行われている。

⑥ 衛星有料放送

BS-3で 予定されている衛星有料放送の実施に向け,契 約者 のみに

視聴を可能 とする技術として,衛 星からのテ レビジョン信号にス クラ

ンブルを施す方式について,電 気通信技術審議会で審議が 行 わ れ て

いる。

(放送技術開発協議会の設立)

放送技術の開発については,従 来,電 気通信技術審議会で,技 術基準

の策定を目標 とした技術開発の推進及び調整が行われてきた。 しか しな

がら,近 年におけるエ レク トロニクス技術の目覚ましい発展を背景 とし

て,放 送の分野において多様な技術開発の可能性が生 まれてきたことか

ら,こ れらの技術開発を効率的かつ円滑に進めるため,60年9月,放 送

機器 メーカと放送事業者か ら成 る民間団体 として「放送技術開発協議会」

が設立 された。既に同協議会は,前 述の①か ら⑥のほか,小 型中波小電

力中継局設備の開発,受 信機改善等の課題に取 り組んでいる。


